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１ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 

 

元気な社会 

１ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略  

◆幸福日本一福井へ移住・定住戦略 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○ＵＩターンの徹底サポート  

・県・市町一体の「移住・定住促進機構」を設置、福井と東京・大阪・名古屋を直結  

・移住者の希望にそって徹底した相談と応援  

・福井の暮らし・生きがいのメリットを示す“人生トータル設計書”を提供  

○女性・若者に活躍の場・しごと創造  

・大都市に働く女性・若者の声をきき、福井に戻る「Ｉターン創業」を応援  

○地場産業の宝庫・福井でチャレンジの夢ひらく  

・地元企業のニーズを知らせ、県外から希望者を積極的採用  

○「春嶽・小楠プロジェクト」  

・教育者・研究者などの人材を国内外から広く誘致 

 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

県・市町一体の「移住・定住促進機構」を設置 

平成２７年６月に福井Ｕターンセンター「ふるさと

福井移住定住促進機構」を設置するとともに、東京、

大阪、名古屋オフィスを開設し、市町支援員との連携によ

り移住希望者をサポート 

 

 

 

新ふくい人の数 

３６１人(H26) ⇒ ７１９人(H30) 

県外大学等Ｕターン就職率 

 ２６．２％（Ｈ26） ⇒ ３１．５％（Ｈ29） 

福井Ｕターンセンター相談件数  

－件(H26) ⇒ ８，７８５件(H30) 

移住者の希望にそって徹底した相談と応援 

都市圏における「ふくい移住・就職フェア」や「Ｕ

Ｉターン就職フェア」、「移住セミナー」の開催や、移

住希望者のサポートを市町の支援員と協力し、徹底し

て実施 

 

 

都市圏における移住・就職関連イベントの回数 

１８５回(H27～H30累計) 

都市圏における移住・就職関連イベントの参加者数 

３，１２４人(H27～H30累計) 

 

“人生トータル設計書”の提供 

福井で暮らした場合と東京で暮らした場合の収支差を

比較した「ふくい暮らしライフデザイン設計書」を作成し、学

生向けの就職セミナー等で活用 

「ライフデザイン設計書」を親しみやすく伝える漫画を作

成したほか、全国紙等に掲載し福井の魅力を発信 

 

 

県主催Ｕターン就職イベントへの参加者や、卒業を控えた県内高校３年

生、新成人に配布 

福井新聞と連携し「ドリーム」（全高校生に配布）で紹介 

全国紙・全国雑誌・民間の転職サイトで紹介 

女性・若者に活躍の場・しごと創造 

女性向け相談窓口の設置やセミナーの開催など、伴走

型の支援を実施。また、大都市圏で創業希望者を対象とし

た相談会を実施するとともに、融資や補助金による資金面

の支援により創業を促進 

 

 

ふくい女性活躍支援センターに就職相談窓口を開設（H27.4） 

県の支援による創業 

４０５件（H27～H30累計） 

学生のアイディアを活かした起業の支援制度を創設（H30～） 

地元企業のニーズを知らせ、県外から積極的採用 

県内外の人材紹介会社と連携し、都市圏からの高度な

技術やマネジメント能力を有する人材のＵ・Ｉターン就職を

促進 

 

 

産業人材確保数 

８９人（H27～H30累計） 
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教育者・研究者の誘致 

教育総合研究所に、新たな教育課題を研究するため

「先端教育研究センター」を設置し、英語及び理科、

教育相談の専門家を特別研究員として招き、教材作成

等について共同研究を実施 

 

 

特別研究員の配置 

－人（H26） ⇒ ３人（H30） 

「コーパスを活用した中学生のための英語表現集」等の作成、研究 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

創業数（雇用保険

適用事業所の増

加） 

４年平均 

約５７０件 
５７８件 ５５０件 ５３１件 ５２０件 

 

６７０件 

 

産業人材確保数 － １１人 ２１人 ２５人 ３２人 ３０人 
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１ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 

 

◆進学・就職の地元志向にインセンティブ 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○大学生をもっと県内に  

・県内大学の「地元枠」を拡大  

・高校生（嶺南）の地元進学応援（家賃補助など）  

○Ｕターン奨学金の創設  

・県内に就職する大学生のための奨学金減免制度  

・大学による地元就職促進制度  

○県都中心部に共に学ぶシステム  

・英語など外国語・共通科目の「大学連携センター」を福井駅前に開設 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

県内大学の「地元枠」の拡大 

県内高校生の地元進学を拡大し、若者の県内定着を図

るため、県内大学が、入試における「地元枠」を拡大し、よ

り多くの県内高校生を受け入れ 

 

県立大学において、地元受入枠を８０人から１０１人へ拡大（H29～） 

入学者のうち県内出身者 Ｈ２９：２１８名（過去最多：全体の 51.9％） 

                 Ｈ３０：２０５名（全体の 51.0％） 

 

高校生（嶺南）の地元進学応援 

県が大学等へ職員住宅を貸し付け、大学等が学生の住

宅支援を行う制度を創設し、高校生（嶺南）の地元進学を

応援（H28～） 

 

 

県内進学した学生の職員住宅入居人数   

のべ ２１人（H28～30） 

奨学金返還支援制度の創設 

県外大学生等が県内企業に就職した場合に奨学金の

返還を支援する制度を新設し、学生のＵ・Ｉターンおよび県

内定着を促進（Ｈ28～） 

支援対象者を既卒者に拡大（Ｈ29～） 

支援対象者を理系全般に拡大（Ｈ30～） 

 

 

支援対象者認定数 

 －(H26) ⇒ ４０人（Ｈ30） 

 

 

大学による地元就職促進制度 

大学独自の学生の確保や就職支援活動に対する新た

な補助制度を創設（H27～） 

 

県内大学生（学部）の地元就職率  

４７．７％（Ｈ26）  ⇒ ５０％程度（Ｈ30 見込み） 

「大学連携センター」を福井駅前に開設 

平成２８年４月に県内高等教育機関全ての学生が集い・

学ぶことができる拠点として大学連携センター「Ｆスクエア」

をアオッサに開設し、県内大学の強みや特色がある講義を

共同開講 

 

 

大学連携センター「Ｆスクエア」で開講する共通講義数 

  のべ ９８講座（H28～30） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

県内大学生の地元

就職率 
４７．７％ ４８．０％ ５０．２％ ４６．９％ 

５０％程度 

（見込み） 
５５％ 

県内大学卒業者等

の県内就職者数 

４年平均 

１，３３６人 
１，２４９人 

１，３７７人 

（累計２，６２６人） 

１，２６７人 

（累計３，８９３人） 

１，４３４人 

（累計５，３２７人） 

４年累計 

５，４００人 
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１ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 

 

◆日本一の「結婚・子育て応援社会」 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「めいわくありがた縁結び」の徹底展開  

・職場・住職、銀行・住宅企業などと協力し、交際活動を後押し  

・結婚・子育てのポジティブキャンペーン（地元メディアとタイアップ）  

○新３人っ子応援プロジェクト  

・市町とともに、第三子以降は１８歳まで保育・教育費を実質無償化  

・子宝応援給付金を創設し、国の育児休業給付金に県独自の上乗せ  

・「若者マリッジ応援住宅」の家賃補助。ＵＩターン者の住宅購入・リフォーム補助 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「めいわくありがた縁結び」の徹底展開 

 地域の縁結びさんに寺社の住職等を加え、縁結び活

動を拡大 

さらに、地域から職域にも縁結び活動を広げ、「ふく

い結婚応援企業」に配置された「職場の縁結びさん」

により、独身従業員の出会いと結婚を応援 

 

 

合計特殊出生率 

 １．５５（全国 14位）（Ｈ26） ⇒ １．６２（全国 11位）（Ｈ29）  

地域の縁結びさん    

９６人（H26） ⇒ ２８１人（H30） 

結婚応援企業・職場の縁結びさん 

－（H26） ⇒ ３１６社・４９４人(H30) 

お見合い件数      

１，８５５回（H26） ⇒ ２，３４１回（H30） 

成婚件数          

１００組/年（H26） ⇒ １６３組（H30） 

                               

結婚・子育てのポジティブキャンペーン 

 県民の結婚・子育て幸せエピソードを元にしたＣＭ

など８本のキャンペーンＣＭを制作。テレビ、映画館

で放映し、若者が結婚・子育てを前向きに考える機運

を醸成。    

 カップルに対して特典を設ける「ハッピー・デート

協賛店」を登録し、男女が一緒に出かける機運を醸成 

 

 

キャンペーンＣＭ放映 

   テレビ    ６５４回（H27～28累計） 

  映画館 ５９，６０２回（H27～29累計） 

 

ハッピー・デート協賛店 ２０２店舗（H28） ⇒ ２７６店舗（H30） 

                          

新３人っ子応援プロジェクト 

 ３人目以降の子どもについて、保育等にかかる経費の無

料化を就学前まで拡大 

 

H27 １８歳未満の子どもが３人以上いる世帯の第３子以降にかかる就学前

までの保育料等を全市町で無料化 

H28 第３子以降にかかる就学前までの保育料等を全市町で無料化 

（子どもの年齢制限撤廃） 

 

子宝応援給付金の創設 

 育児休業の取得と育児短時間勤務の活用を促進し、早

期に二人目以降を安心して出産・子育てできるよう、平成 

２７年４月から国の育児休業給付金に上乗せ支給する「ふ

くいの子宝応援給付金」の申請を受け付け 

 

 

給付金活用者数  ２１７人（H27～30 累計） 

 

ＵＩターン者や子育て世帯の住宅購入・リフォーム補助 

移住者や子育て世帯に対して、空き家の取得費用やリ

フォーム費用を補助する制度を創設（H27） 

多世帯同居・近居に必要となる一戸建て住宅のリフォー

ム工事や取得費用を補助 

 

移住者や子育て世帯に対する住宅購入等の支援件数 

－戸(H26) ⇒ ２８戸(H30) 

多世帯同居・近居する者に対するリフォーム等の支援件数 

２０戸(H26) ⇒ １２７戸(H30) 
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１ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 

 

◆若者の熱意と行動力を結集 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「若者チャレンジ」第２ステージ  

・観光・まちづくり・国体参加など男女が一緒の共動プロジェクト  

・若者の力による市町の伝統行事や祭りの復活・継承  

・「地域おこし協力隊」を倍増 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「若者チャレンジ」第２ステージ 

「ふくい若者チャレンジクラブ」の活動や大学の枠を越え

た「合同大学祭」、「３０才の成人式」の開催支援など、若者

の交流や地域づくり活動を応援 

 

 

地域を応援する若者グループ数 

 ５６グループ(H26)  ⇒ １０２グループ(H30) 

 

若者の力による伝統行事や祭りの復活・継承 

「ふくい若者チャレンジクラブ」や地域おこし協力隊

が伝統行事や祭りに参加 

 

 

 

クラブが参加した伝統行事や祭り、イベント 

 ３１件（Ｈ27～30累計） 

 

じじぐれ祭り、樺八幡秋祭り 

焼畑と赤かぶら種まき、赤かぶら収穫と酢漬け体験（福井市） 

三国祭（坂井市）、金津祭（あわら市） 等 

 

「地域おこし協力隊」を倍増 

大都市圏で県内市町と共同説明会を開催するなど市

町の募集活動を後押し 

定着支援事業により、概ね３年間の任期終了後も地

域に定着し、継続して行う活動を支援 

 

 

県内の地域おこし協力隊員数 

１９人(H26) ⇒ ６２人(H30) 

定着支援事業により定着した地域おこし協力隊ＯＢ・ＯＧ数 

  ６人(H30 ) 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

地域を応援する若

者グループ数 
累計５６グループ  

１２グループ 

（累計６８グループ）  

１２グループ 

（累計８０グループ）  

１１グループ 

（累計９１グループ）  

１１グループ 

（累計１０２グループ）  
累計１００グループ 

地域おこし協力隊

の人数 
１９人 ４１人 ５４人 ６０人 ６２人 ５０人 
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１ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 

 

◆女性の元気が福井の元気 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○女性の活躍応援  

・一人ひとりの希望に応える職場・仕事・研修を充実。元気な女性の「未来きらりグループ」を応援  

・女性リーダーや理工系女性の育成（お茶の水大学などと連携） 

主な政策の実施状況 主な成果等 

女性の活躍応援 

 女性社員の採用・育成・登用を推進する企業を登録

する「女性活躍推進企業」制度を新たに創設（Ｈ27～） 

ふくい女性活躍支援センターによる職業紹介や就職

相談、再就職支援セミナーの開催などにより、女性の

就職を促進 

  

 

ふくい女性活躍推進企業数 

－（H26） ⇒ ２５３社（H30） 

ふくい女性活躍支援センターの支援による女性の就職者数 

－（H26） ⇒ １２１人（H30） 

元気な女性の「未来きらりグループ」を応援 

 起業家や専門職など個人で活躍する女性（「ふくい元

気女子」）の交流会を開催し、女性のスキルアップや人

脈づくりを応援 

 

「ふくい元気女子」交流会の参加者 

－（H26） ⇒ ２８５人（H27～30累計） 

女性リーダーや理工系女性の育成 

お茶の水女子大学と連携した「未来きらりプログラム」に

「製造業リーダーコース」を新設（Ｈ28）し、県内外の先進企

業における視察研修を含めた 1年間のプログラムを実施 

また、新たに女性部下を持つ管理職を対象とした「上司

力養成コース」を新設（H29）し、女性の育成・指導に必要

なスキル習得のためのプログラムを実施 

 

 

製造業リーダーコース受講者数  

－（H26）⇒ ２９人（H27～30累計） 

上司力養成コース受講者数 

 －（H26）⇒ ３３人（H27～30累計） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

ふくい元気女子交

流会メンバー数 
－ １３２人 

７５人 

（累計２０７人） 

４８人 

（累計２５５人） 

３０人 

（累計２８５人） 

４年累計 

１６０人 

女性の育成等を積

極的に行う女性活

躍企業数 

－ ８２社 
７５社 

（累計１５７社） 

４４社 

（累計２０１社） 

５２社 

（累計２５３社） 

４年累計 

２５０社 

女性が働きやすい

社内制度導入企業

数 

－ ３０社 
１８社 

（累計４８社） 

３６社 

（累計８４社） 

３８社 

（累計１２２社） 

４年累計 

１２０社 
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２ 福井から人材育成 

 

２ 福井から人材育成 

◆「ふるさと」を思うグローバル人材教育 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「ふるさと教育」の充実  

・「ふるさと先生」や「希望学」などスペシャル授業を拡大、授業の映像化と全県活用  

・『福井の偉人や逸話』や『郷土の歴史』などふるさと教材の発掘・活用  

・白川文字学を用いた漢字・漢文教育、「文字学研究」のモデル県に  

○外国に出せる外国語教育  

・ＡＬＴ（外国語指導助手）の拡大と外国人教員の特別採用  

・高校入試に英語スピーキング・テストの導入を検討  

○福井から世界に挑戦  

・「サイエンス・国際コース」を県立高校（嶺南）に設置し、生徒を広く募集  

○「科学とこころ」のコミュニケーション学習拠点 ― エンゼルランド改修 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「ふるさと先生」や「希望学」などスペシャル授業を拡大 

（ふるさと先生） 

小林栄三氏など、本県ゆかりの企業経営者等１８名をふ

るさと先生として委嘱し、全ての県立高校で授業を実施 

あわせて各授業を映像化し、貸出も実施 

（希望学） 

中学校において、希望学の普及・啓発として地域の

歴史文化や物語等を学ぶ希望学講座を実施し、実践と

して若者の夢を応援する講義・実技指導を実施 

 

 

 

「ふるさと先生」による特別授業実施校数 

ふるさと先生：１１名（H26） ⇒ １８名(H30)  

実施高校数：１３校（H26） ⇒ ２７校(H30) 

 

「希望学」による授業の受講 

希望学講座・若者の夢応援プロジェクト 

３５校４，７００名受講（H27～H30累計） 

『福井の偉人や逸話』などふるさと教材の発掘・活用 

ふるさと教育の教材「ふるさと福井の先人100人」を

県内全中学校の１年生に配布、中学校・高校の６年間

で活用（平成29年3月に書籍化し出版） 

 

 

「ふるさと福井の先人１００人」を活用している中学・高校の数 

－校（H26） ⇒ 全中学・高校１０６校（H30） 

「ふるさと福井の先人１００人」販売数 

－冊(H26) ⇒ ８００冊(H30) 

 

白川文字学を用いた漢字・漢文教育 

白川静漢字教育賞を実施し、優秀事例を実践発表、ホ

ームページなどで県内外に発信 

各校の漢字教育を推進している教員を漢字教育指導者

として認定 

書道団体と連携し、書写・書道の外部指導者の学校派

遣や教員対象の実技研修を実施 

 

白川文字学を活用した漢字教育を推進する漢字指導者数 

１３７人(H26) ⇒ ３０５人(H30) 

書写書道指導員派遣事業 

－校・－時間(H26) ⇒ １４３校・２，３９３時間(H29～30累計) 

書写授業担当教員研修受講者数 

－人(H26) ⇒ ７０４人(H29～30累計) 

 

外国語教育の強化 

平成２７年度より３年間で中学校及び私立高校配置ＡＬ

Ｔを増員。単独で授業実施が可能な外国人講師を配置 

中学生・高校生の外部検定受検を支援（Ｈ28～） 

小学校の英語教科化を先行実施（Ｈ30～） 

平成３０年度県立高校入学者選抜において、実用英語

技能検定試験を活用した英語のスピーキング力の評価を

導入 

 

英検３級相当以上を取得した中学生の割合 

３８％（H26） ⇒ ６１．２％(H30) 

英検準２級相当以上を取得した高校生の割合 

３５％（H26） ⇒ ５６％(H30) 

ＡＬＴ（中学校・高校）増員   

８３名(H26) ⇒ １１３名(H30) 

外国人講師配置(高志中学校)  

－名(H26) ⇒ ２名(H30) 

 

「サイエンス・国際コース」を県立高校（嶺南）に設置 

敦賀高校に探究科（仮称）を平成３２年４月を目途

に設置することおよびカリキュラムの大枠を決定 

 

 

平成２９年度に敦賀高校に探究科（仮称）を設置することを決定 

（平茂３２年度入試において募集開始） 
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エンゼルランド改修 

 これまで以上に子どもたちが遊び、科学に親しむ拠点

とするため、展示内容のリニューアルを実施 

科学の現象を生活体験や実感に基づき理解できる展示

物を新たに整備し、未就学児の利用を主とした展示型から

小学校高学年や中学生も楽しめる体験型に改修 

 

 

展示エリア入館者数  

１９．８万人（H26） ⇒ ２６万人（H30） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

「ふるさと先生」によ

る特別授業実施校

数 

１３校 ２１校 ２５校 ２６校 ２７校 
全県立高校 

（２６校） 

白川文字学を活用

した漢字教育を推

進する漢字指導者

数 

１３７人 
６３人 

（累計２００人） 

６３人 

（累計２６３人） 

２２人 

（累計２８５人） 

２０人 

（累計３０５人） 
累計３００人 

英検３級相当以上

を取得した中学生

の割合 

３８％ ４２％ ４７％ ６２．８％ ６１．２％ ５０％ 

英検準２級相当以

上を取得した高校

生の割合 

３５％ ４２％ ４５％ ５２．４％ ５６．０％ ５０％ 
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２ 福井から人材育成 

 

◆「福井型１８年教育」の進化 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「学力・体力」伸ばし「社会力」  

・小中学生の「学力・体力日本一」堅持、「学力向上センター」の活動強化  

・家事・田んぼの手伝いなど「体感教育」を進める社会学習プログラム  

・１８歳選挙権で社会に目を  

○児童・生徒はみんな笑顔に  

・ひとり親・低所得世帯、不登校の子どもたちの学業の持続応援  

・発達障害の早期発見・早期支援、特別支援学校のカリキュラム充実  

○教員の授業力・指導力の向上  

・県教育研究所の強化と「授業・教材刷新プログラム」により、先生の授業力アップ  

・授業名人の映像を活用、生徒が「いつでもどこでも予習・復習」のタブレット授業  

○高校の学力向上  

○職業高校の新カリキュラム  

・職業高校共通「学習力指標」を企業の協力をえて独自開発、目標を定めて成果  

・外部検定試験の受検料減免制度、受検指導・テキストを充実  

○私立高校の魅力アップ  

・地元大学への進学実績や学業・スポーツの成果に応じた支援充実 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

小中学生の「学力・体力日本一」堅持 

「教材・評価問題集」、「学校マネジメント集」を作成し、

全小中学校に配付 

教科主任および校長等を対象に研修会を実施 

 「先端教育研究センター」や「サイエンスラボ」を設置し、

教育研究所の機能を強化するなど、学力向上の取組を実

施 

全小学校で１日１時間以上体を動かすことを目標にアク

ティブワン活動を推進 

小学校低学年の体育授業に補助指導者を派遣し、楽し

く体を動かす習慣を指導 

小・中学校の体育授業に県内トップアスリートを派遣し、

ボールの投げ方や走り方を指導 

 

 

全国学力・学習状況調査 

中学３年生 全国１位(H26) ⇒ 全国１位（H30） 

小学６年生 全国２位(H26) ⇒ 全国３位（H30） 

 

 

 

 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

中学２年生 男女１位(H26) ⇒ 男女１位 (H30) 

小学５年生 男女１位(H26) ⇒ 女子１位、男子２位 (H30) 

「体感教育」を進める社会学習プログラム 

児童・生徒が地域の人々とともに、自ら企画・提案した体

験学習を全小中学校で実施 

 

 

提案型の体験学習を実施する小中学校 

－校(H26) ⇒ 全小中学校２５７校(H30) 

１８歳選挙権で社会に目を 

教員対象の主権者教育指導者講習会および主権者教

育に係る生徒研修会を実施 

優良事例をまとめた指導事例集を作成 

県内全ての高等学校および特別支援学校の生徒を対

象とした「１８歳選挙権出前講座」を開催 

未来の有権者である小・中学生も対象として、模擬投票

を含めた「明るい選挙出前塾」の開催 

 

 

指導者講習会受講者数 ４２０人(H28～30 累計) 

生徒研修会参加者数  １４０人(H30) 

１８歳選挙権出前講座の開催 

５４校、受講者数１５，０００人 （延べ数：H27） 

明るい選挙出前塾の開催（小・中・高・高等教育機関） 

 １２４校、受講者２０，１００人（延べ数：H28～30累計） 

 

ひとり親や不登校の子どもたちの学業応援 

ひとり親家庭の小中学生に対してボランティアによる学習

会を月２回から３回に拡大（H28）、親と子に対して学び直

しに必要な受講料等を支援 

「心のパートナー」である大学生等を学校や適応指導教

室等に派遣し、不登校児童生徒を支援 

 

 

ボランティアによる学習会（登録者数） 

  １０１人（H２６） ⇒ ２８２人（H30） 

小中学校の不登校者数 

６０３人（H26） ⇒ ７２０人（H30見込み） 

「心のパートナー」派遣人数（のべ）等 

３８４人・１，１２６回(H26) ⇒ ４８３人・１，３９６回(H30) 
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発達障害の早期発見・早期支援、特別支援学校の充実 

発達障害児の早期発見と一貫した支援を行うための県 

独自の評価・引き継ぎシート「子育てファイルふくいっ子」を

活用した研修を実施 

発達障害の情報を引き継ぐ幼児期から高校までの校

種間連携会議等を開催 

特別支援学校が特色ある商品を開発するための作業

学習を充実。児童・生徒が製作した作業製品等の展示

会や販売会を開催 

 

 

「子育てファイルふくいっ子」活用のための保育士等研修会受講者 

１，５４８名（H27～30累計） 

特別支援学校における展示会・販売会等実施数 

６０回 (H26) ⇒ １２５回(H30) 

特別支援学校生徒の一般就労率 

３０．６％ (H26) ⇒ ３２．８％(H30) 

 

県教育研究所の強化、先生の授業力アップ  

教育研究所の移転に伴い、研究・研修機能の充実・効

率化を図るとともに、福井の教育を発信する教育博物館を

開館するなど機能を強化 

 若手教員グループによる自主研究の支援を行い教員の

研究活動を活性化 

プロジェクター等のＩＣＴ機器を活用した授業に活用でき

る教材を作成・収集・共有 

 

 

教員の通信研修の受講件数 

１，３７５件（H26） ⇒ ６，８５１件（H30） 

若手教員が参加する自主的な研究グループ 

－件（H26） ⇒ １００件（H30） 

ICT を活用した教材作成に取り組むグループ 

－グループ（H26） ⇒ ２０グループ（H30） 

授業名人の映像の活用、タブレット授業 

授業名人の授業動画を通信研修の教材として活用 

県立学校にタブレット端末を導入し、フィールドワ

ークやグループ学習における調査・資料作成に活用 

 

タブレット端末導入数 

高校９校・特別支援学校２校〔３７６台〕（H26） 

⇒高校９校・特別支援学校２校・高志中学校〔１，３７１台〕（H30） 

 

高校の学力向上 

公開授業・授業研究会等を実施し教員の指導力向上を

促進 

県外進学校等の進学対策・指導体制の調査・分析等を

実施し、本県高校に導入 

大手予備校講師による入試対策セミナーの開催や、各

大学の入試問題の出題傾向や解法を「福井県高校生受

験応援サイト」に掲載 

 

授業力向上リーダーによる授業研究 

－回（H26） ⇒ １００回（H30） 

受験指導エキスパート研修参加教員数 

－名(H26) ⇒ ２０７名(H30) 

3年生対象夏期セミナー参加生徒数 

－名（H26） ⇒ ５６４名(H30) 

3年生対象冬期セミナー参加生徒数 

６２名(H26)  ⇒ １８２名(H30) 

 

職業高校共通「学習力指標」の開発 

全国で初めて職業系高校生の資格取得を総合的に支

援し職業系学科で学ぶ生徒の共通学力指標となる「福

井フューチャーマイスター制度」を創設（Ｈ27） 

最高得点者を「福井フューチャーマイスタートップ

賞」として表彰 

 

 

福井フューチャーマイスター認定割合・認定者数 

－％・－人（H26） ⇒ ８７．１％・１，６７５人(H30) 

外部検定試験の受検料減免制度、受検指導の充実  

福井フューチャーマイスター事業により難関国家資

格等の受検料の一部を支援 

実践的農業教育強化事業により検定合格に向けた取

り組みを支援 

 

 

外部検定試験の受検料支援人数 

７，９７８人(H27～30累計) 

私立高校の魅力アップ 

 私立高校の地元大学への進学実績や学業・スポーツの

成果に応じた支援を充実し、県外からの入学者数や県内

進学・就職者数を増大。さらに、競技人口の多い団体競技

が全国優勝した場合、助成を特別加算（H27～） 

 

 

私立高校卒業生の県内定着者数（県内進学＋県内就職） 

  ９１５人（H26） ⇒ ９４１人（H29） 

平成２７年選抜高校野球大会優勝  敦賀気比高校 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

特別支援学校にお

ける展示会・販売

会等実施数 

６０回 ８５回 ９５回 １１５回 １２５回 １２０回 

教員の通信研修 

受講件数 
１，３７５件 ４，４４４件 ５，６３０件 ６，２４６件 ６，８５１件 ６，０００件 
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２ 福井から人材育成 

 

◆学校の再編・統合 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○県立高校の次なる再編に道筋  

・学科再編など「地域別高校再編計画」を策定・実行  

○小中学校の統合支援  

・市町・県の合同会議による「地域指針」、学校統合と地域活性化を一体化  

・スクールバスや廃校舎活用などのメニューを示して統合支援  

主な政策の実施状況  

「地域別高校再編計画」の策定・実行 

丹南地区について再編計画を策定し、カリキュラム

の大枠を決定 

二州地区について敦賀高校に新学科設置を決定 

 

 

県立高等学校再編整備丹南地区実施計画を策定（Ｈ29） 

敦賀高校に探究科（仮称）を設置することを決定（Ｈ29） 

（平成 32年度入試において募集開始） 

小中学校の統合支援 

統合する学校や過疎地域等で学ぶ子どもたちの学習

面や生活面に支障が出ないよう教職員の配置を拡充 

統廃合によって遠距離通学になる児童・生徒を送迎

するためのスクールバスの借上料等を支援 

統合によって廃校となった校舎を農山村交流センタ

ー等に活用 

 

 

学校統廃合による小中学校の数 

２７５校(H26) ⇒ ２６４校（H30） 

統合前後に教職員を増配置 ８校・８人（H27～30累計） 

スクールバス借上げを支援した学校数 ３市町７校（H27～30累計） 

廃校舎の活用 ７件（H27～30累計）  
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２ 福井から人材育成 

 

◆地元大学の役割を拡充 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○県立大学の充実と地元貢献  

・地域経済研究所で人口減少問題研究、アジア経済と地元産業を研究提言  

・企業ニーズに即した学生・社会人の海外留学  

主な政策の実施状況 主な成果等 

地域経済研究所による研究提言 

県立大学地域経済研究所で人口減少問題研究、アジア

経済と地元産業を研究・提言し、本県の人口減対策や県内

企業のアジア進出を支援 

 

 

人口減少問題研究の成果還元 

「ふくい創生・人口減少対策戦略」の基礎データ（福井県の人口の動向と 

将来見通し）として研究成果を反映（Ｈ27.10 策定） 

 

地域経済研究所の企業支援による海外事業展開件数 

１０件（H27～30累計） 

 

企業ニーズに即した学生・社会人の海外留学 

福井県アジア人材基金の留学奨学金を活用し、学生等

の長期海外留学を応援、学生や企業人のアジアビジネス

に対応できるスキルを育成 

国の「トビタテ！留学 JAPAN」制度を活用し、地元企業

の支援で学生の海外留学を促進（H29～） 

  

 

県立大学生の海外留学者数 

９８人（H26）  ⇒  １３１人（H30） 

 

「トビタテ！留学 JAPAN」制度活用留学生数 

２９人（H29～30累計） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

地域経済研究所の

支援による海外事業

展開企業数 

２件 ２件 
３件 

（累計５件） 

３件 

（累計８件） 

２件 

（累計１０件） 

４年累計 

１０件 

県立大学生の海外

留学者数 
９８人 １０６人 ９６人 ７６人 １３１人 １３０人 
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２ 福井から人材育成 

 

◆産業人材の育成・誘致システム 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○小学生から高校生まで産業教育プログラム  

・小学生に職場見学、中学生に職場体験、普通科高校生に長期インターンシップ  

・次世代の高度農業人材を育成する農工商を融合した高校課程を開設  

○人材育成カレッジを多職種へ  

・園芸と伝統工芸分野に加え、水産・林業・観光の各分野に人材育成カレッジを拡大  

○中小企業産業大学校、産業技術専門学院の革新  

・中産大と専門学院の運営の一体化 

主な政策の実施状況 主な成果等 

小学生から高校生まで産業教育プログラム 

全小学校で職場見学、全中学校で職場体験を実施 

普通科高校 1 年生の企業訪問や、夏季休業中等での

長期企業実習を実施 

 

小中学校の職場見学、職場体験実施校数 

 ２６３校（H26） ⇒ 全小中学校２６４校（H30） 

訪問者数・企業数 

－名・－社(H26) ⇒ ９２１名・６２社(H30) 

 

農工商を融合した高校課程を開設 

 ＳＰＨ事業（国）指定高の若狭東高校において「生

産、調理・加工、販売」に総合的に取り組み、薬用植

物の産地化や高度施設園芸、経営やマーケティング、

技術開発に対応できる人材の育成に向けた学習プログ

ラムを開発 

 

 

新たに学校独自科目（H28：農業ビジネス、H29：生産工学）を設定 

地元企業と連携し開発した商品の販売品目数 

－品目(H26) ⇒ １０品目(H30) 

地元農業法人への就職者数 

－人(H26) ⇒ １人(H30)   

 

人材育成カレッジを多職種へ 

園芸と伝統工芸分野に加え、水産・林業・観光の各

分野に人材育成カレッジを拡大 

・園芸カレッジ（Ｈ26～） 

・水産カレッジ（Ｈ27～） 

・林業カレッジ（Ｈ28～） 

・観光アカデミー（Ｈ27～） 

・伝統工芸職人塾（Ｈ26～） 

 

園芸カレッジ入校生 １２２人（H27～H30累計） 

新規就農者数  

２２２人（H23～26） ⇒ ３５２人(H27～H30 累計)  

ふくい水産カレッジ入校生  ２１人（H27～H30累計) 

新規漁業就業者数  

７１人（H23～26） ⇒ ８０人(H27～H30 累計)   

林業カレッジ入校生  ２1人（H28～30累計） 

新規林業就業者数  

１０６人（H23～26） ⇒ １８２人(H27～H30 累計) 

観光アカデミー受講者数 １２４人 （H27～H30累計） 

伝統工芸職人塾生 １２９人(H27～H30累計） 

 

中産大と専門学院の運営の一体化 

中小企業産業大学校において、産業技術専門学院の

指導員、施設、設備等を活用した連携講座等を実施し、産

業人材育成機関としての機能を強化 

 

 

中産大と専門学院の連携講座数 

１３回（H28～H30累計） 

 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

新規就農者数 
６１人 

（４年累計２２２人）  
８０人 

９１人 

（累計１７１人） 

９０人 

（累計２６１人） 

９１人 

（累計３５２人） 

４年累計 

３５０人 

新規漁業就業者数 
１４人 

（４年累計７１人） 
２１人 

２１人 

（累計４２人） 

２０人 

（累計６２人） 

１８人 

（累計８０人） 

４年累計 

８０人 

新規林業就業者数 
３２人 

（４年累計１０６人）  
４０人 

４１人 

（累計８１人） 

４９人 

（累計１３０人） 

５２人 

（累計１８２人） 

４年累計 

１８０人 
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３ 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 

 

３ 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 

◆みずから伸ばす「健康寿命」 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「元気生活率」日本一の実現  

・科学的知見・データを活用し、運動・栄養・社会参加の県民運動  

・福井国体に向け「わがまち健康推進員」を設け、まちごとの健康づくり応援  

○「ふくい健康の森」の利活用拡大  

・利用者倍増プラン、禁煙・節酒・減量応援道場の開設など  

○健康長寿もうひと働き  

・シニアの人生経験・知識をいかす「ふるさと貢献システム」、生きがいビジネス拡大  

・「シニア・ジョブカフェ」により、いつまでも現役活躍の場を拡大  

主な政策の実施状況 主な成果等 

科学的知見・データを活用した健康増進 

東京大学が開発した「フレイル（虚弱）チェック」を通し

て、健康づくりを実践 

H29  坂井地区で先行実施 

Ｈ30  ５市町が事業を開始 

医療・保険者等で構成する「ふくい健康会議（仮称）」を

設置し、健康課題を分析し、横断的な健康づくりの施策を

検討 

 

 

フレイル予防サポーター養成数  

１５７人（H29～30累計）  

フレイルチェック参加者数 

 ５７４人（H29～30累計）  

「ふくい健康会議」の開催（H31.3） 

 

「わがまち健康推進員」を設け、まちごとの健康づくり応援 

福井国体に向け、市町の健康づくりに対する支援を実

施し「一市町一健康づくり」を推進 

県民の健康づくり環境を整備するため、健康な食事によ

る食生活の改善や福井発のスニーカービズ運動を推進 

 

わがまち健康推進員の人数 

－人（H26） ⇒ ４，９６３人（H30） 

ふくい健幸美食提供店 

２０６店舗（H26） ⇒ ２２５店舗（H30） 

スニーカービズ実践事業所数 

－（H26） ⇒  ４６３事業所（H30） 

 

 

「ふくい健康の森」の利活用拡大 

ふくい健康の森の屋外施設をリニューアルし、様々な世

代が楽しみ、より多くの地域から来て憩う施設に再整備 

健康の森でニュースポーツ教室を開催する団体を支援 

県民の禁煙、禁酒、減量などの健康づくり講座の実施 

 
H28 ふくい健康の森利活用拡大計画・基本設計策定 
H29 ふくい健康の森リニューアル工事実施設計策定 
H30 リニューアル工事実施 
ニュースポーツ教室  参加者  ６５７人（H28～30累計） 
健康講座 参加者 １，９２９人（H27～30累計） 
 
 

「ふるさと貢献システム」、生きがいビジネス拡大 

シニア向け創業セミナーを開催するとともに、補助金に

よる資金面を支援することで、シニア層の創業機運を醸成 

 高齢者が介護施設で短時間、補助的な業務に従事する

「ちょこっと就労」を促進し、介護人材の確保だけでなく、地

域貢献による生きがいづくりを創出 

 

 

 

創業セミナー 

１０４名参加（H27～H30累計） 

県の支援による創業 

２１名（H27～H30累計） 

ちょこっと就労雇用者数 

４８名（H29～H30累計） 

 
 

「シニア・ジョブカフェ」の開設 

平成２７年１０月に新たに開設した「シニア人材活躍支援

センター」において、専門的な技術や経験のあるシニア人

材と県内企業とのマッチングを実施し、企業が求める人材

を確保 

 

 

 

シニア人材活躍支援センターのマッチング人数 

１６１人（H27～H30累計） 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

元気生活率 

65歳～74 歳 

＜全国 2位＞ 

75歳～84 歳 

＜全国 9位＞ 

65歳～74歳 

＜全国 2位＞ 

75歳～84歳 

＜全国 8位＞ 

65歳～74歳 

＜全国 2位＞ 

75歳～84歳 

＜全国 7位＞ 

65歳～74歳 

＜全国 2位＞ 

75歳～84歳 

＜全国 8位＞ 

65歳～74歳 

＜全国 2位＞ 

75歳～84歳 

＜全国 8位＞ 

65歳～74歳 

＜全国 1位＞ 

75歳～84歳 

 ＜全国 5 位以内＞              

わがまち健康推進

員 
－ ３，１４６人 

４７４人 

（累計３，６２０人） 

５８７人 

（累計４，２０７人） 

７５６人 

（累計４，９６３人） 

４年累計 

４，０００人 

シニア人材活躍支

援センターのマッ

チング人数 

－ １９人 ４０人 ４５人 ５７人 ４０人 
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３ 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 

 

◆県民の健康サポート・システム 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○がん予防・登録・治療日本一  

・多忙な女性のがん検診・４０歳男性の低料金がん検診、受診率５割超へ  

・健康診断とがん検診の一体化。いつでも・どこでも・安価ながん検診  

・陽子線がん治療センターの先端研究機関登録、年間のがん治療数を倍増努力  

○突然死ストップ・早期回復  

・福井大学と協力、「救急医研修プログラム」を実施  

・脳血管センターを設置し、脳梗塞などの治療を充実  

○地域医療の人材確保・体制強化  

・勝山病院を医師派遣・患者搬送の地域拠点へ。嶺南・へき地の医師・看護師を充実  

○子どもの目と歯・生活の健康  

・学校における子どもの目と歯プロジェクトを医療連携により強化  

・スマホ時代のコミュニケーション教育の指導  

○認知症予防・治療日本一  

・身近な地域に「交流サロン」「老人クラブ」の活性化、「外でもっと活動」を応援  

・「６５歳以上の認知症検診」を県下全域へ。「認知症サポーター・カフェ」など 見守り支援  

○薬もらいすぎない運動  

・薬剤師会の協力をえて、「おくすり手帳」で重複投薬を防止  

○こころの医療  

・うつ・ひきこもり・依存症などの相談やケア体制の充実  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

がん検診の充実、受診率５割超へ 

休日レディースがん検診の拡充や小規模事業所への助

成などにより、働く女性のがん検診受診を促進 

特定健診とあわせた血液による胃がん（ピロリ菌等）検診

費用を助成（H27～） 

 助成対象を４０歳以上から２０歳以上に拡充（H30） 

次世代がん血液検査の導入を目的とした県内のがん診

療連携拠点病院等によるワーキングを開催し、実用化に向

けて協議（H28～） 

 

 

がん検診受診率 

４７．３％（H26） ⇒ ５１．３％（H30見込み） 

休日レディースがん検診・小規模事業所でのがん検診受診者数  

４，１４８人（H26） ⇒ ５，１５７人（H30） 

 

国立がん研究センター等が実施する、がん検診用診断薬の開発を目的とし

た研究を今後、福井県（日本対がん協会福井支部）、北海道、愛媛県で実

施（見込み） 

 

陽子線がん治療センターの利用促進 

治療期間の短縮や副作用の低減など患者負担を軽減

するため、陽子線治療研究所を先端研究機関として設置

（H27） 

福井大学病院と連携して治療するため、「小児がん専門

チーム」を形成（Ｈ28） 

陽子線治療について身近に相談を受けられるよう大学

病院に陽子線外来を開設 

 

 

陽子線がん治療センター利用者数  

５５３人（H27～30累計） 

 

公的保険の適用拡大 

小児がん（H28） 

前立腺がん、頭頸部、骨軟部（H30） 

 

「救急医研修プログラム」の実施 

県立病院が基幹施設となり、福井大学等を連携施設とし

て、3年間のローテーションにより救急科専門医を養成する

新たな専門研修プログラムを作成 

 

 

研修参加者数 

４人（H29～30 累計） 

 

脳血管センターの設置 

県立病院の循環器内科・心臓血管外科・脳神経外科の

３科が連携し、血管疾患を一元的に治療する「脳心臓血管

センター」を開設（Ｈ28.4） 

外科手術と内科のカテーテル治療を同時に実施できる

ハイブリッド手術室を開設（H30.4） 

 

 

脳心臓血管センター新入院患者数 

１，７０１人（H26） ⇒ １，９４７人（H30） 

  ※H26は循環器科・心臓血管外科・脳神経外科の合計 

ハイブリッド手術室手術件数 

 １５８件（Ｈ30） 
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地域医療の人材確保・体制強化 

勝山病院等に福井大学教官が出向き、若手医師を指導

するなど研修環境を充実 

福井大学医学部入学者への奨学金の貸与等により嶺

南・へき地勤務医師を充実 

県ナースセンター嶺南サテライトの設置等により再就業

を促進 

嶺南地域においてドクターヘリの共同利用を開始 

（Ｈ30.9～）  

 

 

臨床研修医内定者数 

５０人（H26） ⇒ ５５人（H３0） 

県内医療機関への派遣医師数 

３５人（Ｈ26） ⇒ ４９人（Ｈ30） 

県ナースセンターによる再就業マッチング数 

４５７人（H26） ⇒ ４６６人（H30） 

 

子どもの目と歯プロジェクトを強化 

（目） 

目の健康を題材とした絵本の活用や保育所等で山や空 

など遠くを見る運動を推奨 

目を休める「リフレッシュタイム」と目の動きをスムーズに

する「ビジョントレーニング」を全小中学校で実施 

小学１、２年生に家庭での生活チェックカードを配布 

（歯） 

未就学児の４歳・５歳を対象にフッ化物洗口を推奨 

小学校１～４年生を対象とした歯垢染色剤を用いた歯み

がき教室の開催や口型模型を活用した歯みがき指導と歯

科二次健診を実施 

 

 

 

保育所等へ目の健康に関する絵本（かこさとし作）を配布 ３３５か所（Ｈ30）  

小学校へ目の健康に関する啓発物（雲のポスター）を配布  １９２校（Ｈ30） 

ビジョントレーニング実施校数 

－校(H26) ⇒ 全小中学校２６４校(H30) 

 

 

保育所等の 4歳・5歳児フッ化物洗口数 

３，４３９人（Ｈ26） ⇒ ４，５４２人（Ｈ30） 

むし歯のない小学生の割合 

６５．９％（H26） ⇒ ７４．２％（H30） 

スマホ時代のコミュニケーション教育の指導 

SNS やメール、ゲーム等の使用に関する指針「ふくいス

マートルール」の策定や、インターネットの適正利用につい

て小中高等学校で児童生徒の自主的な活動を推進 

「ふくい高校生スマートサミット」を開催し脱スマ

ホ共同宣言を採択 

 

 

インターネット適正利用の自主的なルールを作成した学校 

小学校 －％（H26） ⇒ １００％（H30） 

中学校 －％（H26） ⇒ １００％（H30） 

 

 

身近な地域に「交流サロン」「老人クラブ」の活性化 

老人クラブと地域住民が連携したサロン活動やスポーツ

交流会等の開催を支援 

子どもたちとの清掃活動や伝承遊びなど地域と交流しな

がら健康づくり・生きがいづくりを推進 

 

 

交流活動の参加者数  

２４，０２８人(H26)  ⇒ ３１，４２３人(H30) 

 

 

 

「認知症検診」や「認知症サポーター」など見守り支援  

全市町で６５歳以上を対象とした認知症検診を実施 

認知症サポーターおよびキャラバンメイトを養成し、さら

に認知症サポーターステップアップ研修により認知症カフ

ェの運営や見守り活動への参加を促進 

「ふくい認知症予防メニュー」の普及 

 

認知症サポーター養成数 

１３１，７７５人（H27～30累計） 

全国順位：２位（総人口に占めるｻﾎﾟｰﾀｰ＋ｷｬﾗﾊﾞﾝﾒｲト数） 

認知症ステップアップサポーター研修受講者数 

５３２人(H28～30累計)  

認知症予防に取り組む県民 

３１，３１４人（H29～30累計） 

 

「おくすり手帳」で重複投薬を防止 

お薬手帳や県が２７年度から配布している「お薬バ

ッグ」を薬局に持参する運動を進め、薬剤師が重複投

薬および残薬の確認を行い、薬のもらいすぎを防止 

 

 

重複投薬・残薬調整件数  

５，０００件（Ｈ26） ⇒ ２０，２７９件（Ｈ30） 

 

うつ・ひきこもり・依存症などの相談やケア体制の充実 

総合福祉相談所や健康福祉センター等において、ひ

きこもりや依存症等の相談やケアの体制を充実 

障害福祉サービス事業所（２か所）において、依存

症患者に対して自立訓練（生活訓練）を実施 

 

 

ひきこもりに関する相談   

３６２件（Ｈ26） ⇒ １，１３９件（Ｈ30） 

依存症に関する相談      

５６件（Ｈ26） ⇒  ８７件（Ｈ30） 

障害福祉サービスを利用している依存症患者数 

－（H26） ⇒ ４６人（Ｈ30）  
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

がん検診受診率 ４７．３％ ４９．５％ ５０．９％ ５１．２％ 
５１．３％ 

（見込み） 
５０％ 

医療機関へ派遣し

た医師数 
３３人 ３５人 ３９人 ４３人 ４９人 ６０人 

むし歯のない小学

生の割合 
６５．９％ ６８．４％ ７０．０％ ７２．２％ ７４．２％ ７３．６％ 

老人クラブなどの

交流活動参加者数 
２４，０４８人 ２５，８２３人 ２７，６３０人 ２９，３４２人 ３１，４２３人 ３０，０００人 

認知症サポーター

人数 
累計６７，３４１人 

２２，４６３人 

（累計８９，８０４人） 

１５，３２６人 

(累計１０５，１３０人） 

１４，４９９人 

(累計１１９，６２９人） 

１２，１４６人 

(累計１３１，７７５人) 
累計１００，０００人 

重複投薬・残薬調

整件数 
５，０００件 ７，０１１件 １５，５１１件 １７，２４０件 ２０，２７９件 １０，０００件 
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３ 先進的な医療と福祉、健康長寿のふるさと貢献 

 

◆「温かい福祉県」の実現 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○在宅強化と「介護待機ゼロ」の再継続  

・在宅ケアを増やし、介護入所・デイケア・ショートステイなどを組み合わせ、介護待機者ゼロを継続  

・在宅医療スタッフの育成、２４時間切れ目のない在宅医療提供体制（坂井モデル）を全市町へ拡大  

・入居者の要介護度の改善。優秀職員など表彰・評価システムを導入  

○福祉施設をさらに良い職場に  

・介護施設の職員賃金を全国トップクラスの処遇へ、経営強化を応援  

○自立と生きがいの障害者支援  

・障害者雇用率・賃金（全国最上位）の向上、障害者の施設外の就労を拡大  

・平成３０年全国障害者スポーツ大会に向け、障害者スポーツを振興・拡大  

○一人ひとりの命が輝く難病対策  

・本人・家族の悩みを真摯に受け止め、療養相談・機器貸出しなど、きめ細かな対策を継続実施 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

在宅強化と「介護待機ゼロ」の再継続 

在宅医の育成研修や他職種合同研修によりスタッフ育

成（H27～）を図るとともに、在宅医療提供体制（坂井モデ

ル）を全県に展開（H29） 

24 時間対応可能な在宅サービス事業の整備などによ

り、在宅ケアの提供体制を充実 

在宅での介護が困難な高齢者のため、特別養護老人ホ

ーム等の必要な施設を計画的に整備 

 

 

２４時間の在宅ケア体制を整備する郡市医師会数 

１１医師会（H27～30累計） 

２４時間訪問介護看護サービス、小規模多機能型事業所等の整備数 

１１０事業所（H27～30累計） 

特別養護老人ホーム等の介護施設整備数 

  １１，０４４床（H27～30累計） 

介護待機者ゼロを継続 

 

入居者の要介護度の改善 

 要介護度の改善に向け、県独自の交付金制度や表彰制

度を導入し、要介護度の改善に取り組む事業所を拡大 

 

 

要介護度の改善に取り組む事業所 

３８８事業所（H27～30累計） 

福祉施設をさらに良い職場に 

 処遇改善に積極的な事業所の取り組みの見える化や専

門家による経営改善支援により、介護職員の賃金を改善 

 介護人材の育成に積極的に取り組む事業所を認定し、

新卒者や求職者に対し情報発信（H27～） 

介護福祉士養成校で学ぶ外国人の学費を支援(H28～) 

介護施設で短時間就労する高齢者を雇用し、介護職員の

負担を軽減（H29～） 

 

介護職員の賃金  ２１０千円（Ｈ26） ⇒ ２４１千円（Ｈ30） 

介護人材育成宣言事業所 

－事業所（H26） ⇒ ３０４事業所(H30) 

介護福祉士養成校で新たに学ぶ外国人数 

  ５４人（H28～30累計） 

介護施設で短時間就労する高齢者数 

－人(H26) ⇒ １５８人（H30） 

 

障害者雇用率・賃金の向上 

  アドバイザーの派遣および障害者就労事業所職員研

修を実施し、職員の知識や技術の向上を支援 

 企業とのつながりを支援して、受注の拡大を促進 

障害者等雇用促進支援員を配置し、障害者を受け入れ

る企業開拓と障害者とのマッチングを支援 

 短期間の就業体験制度により、障害者雇用を拡大 

 
Ａ型事業所障害者賃金（月額）  
７５，２０９円（Ｈ26） ⇒ ８２，３８７円（Ｈ30 見込み）  

Ｂ型事業所障害者賃金（月額）  
２０，５０１円（Ｈ26） ⇒ ２３，０２５円（Ｈ30 見込み） 

障害者雇用率  
２．２６％（H26） ⇒ ２．４０％（H30） 

 

障スポに向け、障害者スポーツを振興・拡大 

障害者が身近な地域で手軽にスポーツをに親しむ機会

を確保 

福井しあわせ元気大会での活躍が期待される選手を「チ

ームふくい」アスリートに認定し、強化練習会等の実施 

 

 
障害者が参加できる教室を開設する総合型地域スポーツクラブ 
  １クラブ（Ｈ26） ⇒ １２クラブ（Ｈ30） 
「チームふくい」アスリート認定者数 
１４７人（H26） ⇒ ３２１人（H30） 

障スポ メダル獲得数 １３０個（過去最高） 

きめ細かな難病対策 

医療的ケアが必要な重症心身障害児者を受け入れる事

業所を支援し、事業所を拡充 

難病支援センター等において、患者・家族の療養上の

相談対応や患者の就労相談・支援を実施 

 
医療的ケアが可能な事業所数 
  ６事業所（H26） ⇒ ２７事業所（H30） 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

介護職員の賃金 ２１０千円 ２１８千円 ２２２千円 ２３２千円 ２４１千円 ２２５千円 

「チームふくい」ア

スリート認定者数 
累計１４７人 

７９人 

（累計 226人） 

４４人 

（累計 270人） 

３９人 

（累計 309人） 

１２人 

（累計 321人） 
累計３００人 

情報支援ボランテ

ィア養成研修修了

者数 

累計４０９人 
２０７人 

（累計６１６人） 

２８３人 

（累計８９９人） 

１６１人 

（累計１，０６０人） 

１８７人 

（累計１，２４７人） 
累計６００人 

医療的ケアが可能

な事業所数 
累計６事業所 

６事業 

（累計１２事業所） 

５事業所 

（累計１７事業所） 

５事業所 

（累計２２事業所） 

５事業所 

（累計２７事業所） 
累計２７事業所 
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４ 日本一の安全・安心（治安充実から治安万全へ） 

 

４ 日本一の安全・安心（治安充実から治安万全へ） 

◆「安全・安心ふくい」確立プラン 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○犯罪・事故の未然防止を追及  

・「街角どこでも警察官」プロジェクト、目に見える警官・パトカーにより犯罪・交通事故を未然防止  

・広域化する凶悪犯罪を福井に入れない・取り逃さない抑止プロブラム。「振り込め詐欺撲滅作戦」をソフト・ハードを組み合わせ展開  

○子ども・女性の安全強化  

・重点巡回の徹底  

・女性警察官によるきめ細かい相談  

○通学路や高齢者の安全確保  

・「子どもを見かけたらスローダウン」の県民運動  

・通学路に「自転車安心通行帯」、市町と協議会を設置し事故をゼロ 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「街角どこでも警察官」プロジェクト 

制服警察官やパトカーによるパトロールと職務質問

の強化等による「見える・見せる活動」プロジェクト

を推進 

 

 

刑法犯認知件数 

 ４，８７１件（H26） ⇒ ３，１９７件（H30） ※16年連続減少 

交通事故死傷者数 

 ２，８２７人（H26） ⇒ １，６３０人（H30） ※14年連続減少 

 

「振り込め詐欺撲滅作戦」を展開 

高齢者が騙されやすい悪質商法の手口と対処法をテ

ーマにした教室を開催 

スーパーマーケット等において掲示物や店内放送に

よる消費者被害防止啓発を実施 

 

 

消費生活教室や安全安心講習会を受講した高齢者数 

１３，１２８人（H27～H30累計） 

消費者被害防止の啓発を実施したスーパーマーケット等の数 

２１６店舗（H28～H30累計） 

子ども・女性の安全強化 

声かけ事案発生時に重点的な見守りを行う「重点見

守り協力員」を小学校区ごとに指定 

声かけ事案の発生が多い夕方に地域の見守りの目を

増やす「夕方見守り県民運動」を実施 

女子大学生を対象に防犯知識を習得する研修会を開

催 

 

 

「重点見守り協力員」を指定した小学校区数 

－（H26） ⇒ 全小学校（191）校区（H28） 

子どもの夕方見守り運動参加者数 

３，６２０人（H29～H30累計） 

防犯研修会の参加者数 

９５６人（H28～H30累計） 

女性警察官によるきめ細かい相談 

レディースパートナー（女性警察職員）の拡充など、女性

相談者の立場に立ったきめ細かい相談対応を推進 

 

 

レディースパートナー（女性警察官） 

 ４６人（H26） ⇒ ６６人（H30） 

「子どもを見かけたらスローダウン」の県民運動 

テレビ広報や高齢運転者向け交通安全教室等におい

て制度を周知し、高齢者の免許返納を促進 

急ブレーキ多発地点における事故抑止対策を小学校

区ごとに実施 

 

 

免許を自主返納した高齢者数 

８，２１２人（H27～H30累計） 

事故抑止対策を行った小学校区数 

－（H26） ⇒ 全小学校（190）校区（H30） 

通学路に「自転車安心通行帯」を整備 

平成２７年度に、県、県警察、市町、道路管理者から

なる「交通安全推進連絡協議会」を設置し、「自転車安

心通行帯」の整備や車両の走行情報のビッグデータを

活用した交通安全対策を促進 

 

 

 

 

 

自転車安心通行帯 

１２ｋm（H26） ⇒ ３０ｋｍ(H30) 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

消費生活教室等受

講者数 
２，７０７人 ３，２１１人 

３，６０４人 

（累計６，８１５人） 

３，０３１人 

（累計９，８４６人） 

３，２８２人 

（累計１３，１２８人） 

４年累計 

１２，０００人 

重点見守り協力員

指定校区数 
－ １２０小学校区 

７１小学校区 

（累計 191 小学校区）  

(全小学校区) 

－ 

(全小学校区) 

－ 

(全小学校区) 

全小学校区 

（１９０小学校区） 

危険箇所改善等の

事故防止対策実施

小学校区数 

－ ５２小学校区 
６０小学校区 

（累計１１２小学校区） 

５３小学校区 

(累計１６５小学校区) 

２５小学校区 

（累計１９０小学校区） 

全小学校区 

（１９０小学校区） 
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４ 日本一の安全・安心（治安充実から治安万全へ） 

 

◆あらゆる災害対応を迅速第一 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「最初動」即応の危機対策  

・地震やゲリラ災害などに備え、国・地方共同の初動対応  

・鳥インフルエンザ、口蹄疫など迅速な危機対応  

○ハード・ソフトの県土強靭化  

・除雪対策の徹底、ロードヒーティングにより雪で止まらぬ高速道・国県道  

・橋やトンネルの点検、計画的なメンテナンス  

・足羽川ダムの建設促進  

・里山・河川の災害対策は危険個所から優先整備  

○さまざまな災害・危機を想定した医療体制の強化  

・平時からの実動訓練、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）による災害時医療体制を強化  

○特定失踪者の真相究明、拉致問題の解決に的確対応 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

地震やゲリラ災害などに備えた初動対応 

台風の接近や大雪警報が発表される前段階から、市

町・関係機関との情報共有、注意喚起を行うなど、迅速か

つ的確な初動対応を実施 

災害対策本部を設置した市町へ県職員を派遣し、情報

収集を実施 

 

台風の接近や大雪警報が発表される前段階から、庁内および関係機関

による連絡調整会議を開催し、市町・関係機関との情報共有や県民等への

注意喚起を実施 

県からの注意喚起を受けて、市町は事前体制を強化 

土砂災害警戒情報発令時には、副市町長へ直接注意喚起 

平成３０年福井豪雪および台風２１号接近（平成３０年９月）時には、災害

対策本部を設置 

災害対策本部を設置した市町に対して、県職員を派遣 
 

鳥インフルエンザ、口蹄疫など迅速な危機対応 

鳥インフルエンザ・口蹄疫などの家畜伝染病に迅速に

対応できるよう、演習や訓練・研修会を開催 

 

演習、訓練・研修会  ４５回開催（H28～30 累計） 

隣接する岐阜県での鳥インフルエンザ発生（H29年１月）を受け、養鶏農家 

への消毒用消石灰１，１００袋を緊急配布・散布 

 

除雪対策の徹底 

３０年２月の大雪を受け設置された「冬期道路交通確保

対策検討委員会」において、北陸道、国道８号における除

雪対策の徹底、バイパス整備等による雪対策強化を

NEXCO中日本や国土交通省に要請 

県において、中間除雪を含む除雪頻度、最重点除雪路

線の見直し、除排雪機械の増強、道路状況を画像で確認

するカメラの増設など雪対策基本計画の見直しを実施 

 

緊急医療施設周辺道路、最重点除雪路線、緊急輸送

道路などについて順次消雪施設を整備 

 

NEXCO中日本において降雪予測に応じて応援車両の事前配置など実施 

国土交通省において除雪優先区間の設定、タイムラインの作成など実施 

３０年９月 国道８号福井バイパス供用開始（暫定 2車線） 

 

最重点除雪路線に（国）416号等を追加（H26：304km⇒H30：430km） 

ロータリー除雪車を２台追加配備 

監視カメラの増設（85台⇒135台） 

 

道路の消雪施設延長 

343ｋｍ(H26) ⇒ 361km(H30) 

 

橋やトンネルの点検、計画的なメンテナンス 

定期的な点検結果に基づき、施設の維持補修を実施 

（点検） 

橋梁   １，９２７橋(H27～H30累計) 

トンネル １０９基(H27～H30累計) 

（補修） 

橋梁   ３１橋(H27～H30累計) 

トンネル ５３基(H27～H30累計)    ※数値は新規着手分 

 

足羽川ダムの建設促進 

２０２６年度（平成３８年度）の完成に向け、仮排水路トン

ネル工事を推進し、早期にダム本体工事に着手することを

国に要請 

 

事業用地取得    約９割 

28年度 家屋移転契約完了 

30年度 導水トンネル工事 1,400ｍ掘削 

仮排水路トンネル工事 360ｍ掘削   
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里山・河川の災害対策 

近年に浸水被害が発生した区間、想定氾濫区域内に 

家屋が集中している区間などを重点に河川整備を実施 

 

河川の重点整備延長 

４，８２０ｍ(H27～H30累計) 

土砂災害警戒区域において土砂災害から保全する人

口を増やすため、砂防堰堤、急傾斜地崩壊対策施設など

を整備 

 

土砂災害から保全する人口 

３５，３２３人(H26累計) ⇒ ３６，５００人(H30累計) 

ＤＭＡＴによる災害時医療体制を強化 

 地震など大規模な災害等を想定し、ＤＭＡＴ（災害派遣

医療チーム）、医療関係機関等と協力した防災訓練を実施 

 大規模災害時に医療救護班等の派遣調整や患者搬送

の調整等を行う災害医療コーディネーターを委嘱し、県内

の災害医療体制を強化 

 

 

本県全域を会場とした中部ブロックＤＭＡＴ実動訓練を実施し、中部９県か

ら約４２０人のＤＭＡＴが参加（H27）。 

 

熊本地震を踏まえ、新たに多機関（行政、医療機関、消防、警察、自

衛隊等）が連携した本部、現場、病院に係る研修を実施（H28～） 

拉致問題の解決 

国に対し、拉致問題を一刻も早く解決するよう促す要望

活動を実施 

拉致問題についての県民意識の向上を図るための啓発

活動を実施 

 

県単独での要望活動 ５回（H27～30累計） 

「北朝鮮による拉致被害者を救出する知事の会」を通じた要望活動 

７回（H27～30累計） 

「救う会福井」と共催し「拉致・特定失踪者問題の早期解決を願う集会」 

を開催 ３回（H27～30累計） 

政府と共催し啓発イベントを開催 ４回（H27～30累計） 

毎年１２月の「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」に街頭啓発を実施 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

道路の消雪施設整

備延長 
累計３４３ｋｍ 

６ｋｍ  

（累計３４９ｋｍ） 

３ｋｍ 

（累計３５２km） 

５ｋｍ 

（累計３５７km） 

４ｋｍ  

（累計３６１ｋｍ） 
累計３５９ｋｍ 

河川の重点整備延

長（浸水被害発生

区間等） 

４年累計 

４，３６８ｍ 
９９０ｍ 

１，６６０m  

（累計２，６５０m） 

１，１００m  

（累計３，７５０m） 

１，０７０m  

（累計４，８２０m） 

４年累計 

３，５００ｍ 

河川の監視カメラ

増設箇所 
累計１６箇所 

２箇所 

（累計１８箇所） 

２箇所 

（累計２０箇所） 

３箇所 

（累計２３箇所） 

２箇所 

（累計 ２５箇所） 
累計２５箇所 

土砂災害から保全

する人口 
累計３５，３２３人 

２６７人 

（累計３５，５９０人） 

３１０人 

（累計３５，９００人） 

３６０人 

（累計３６，２６０人） 

２４０人 

（累計３６，５００人） 
累計３６，５００人 
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５ 豊かな環境、すぐれた風景を次の世代に 

 

５ 豊かな環境、すぐれた風景を次の世代に 

◆元気な里山里海湖 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○すべての市町に「ふるさと学びの森」  

・季節ごとの福井の自然を楽しみ学び、里山里海湖研究所が活動を応援  

・人材育成プログラムにより、県内各地の環境保全・活用運動を活発化  

○コウノトリを大空へ  

・地元のえさ場環境づくりなどと協力して、“コウノトリ野外放鳥”を実現  

・県内に無農薬農法や「水田魚道」などを普及、生き物いっぱいの田園を再生  

○福井の宝「世界の年縞」  

・年縞の貴重な価値をわかりやすく研究・展示する「地球１０万年の旅 記念館」を整備、インターネットを活用し世界発信  

・古気候学研究センター（立命館大学）との共同研究。国際研究ネットワークの体制を具体化し、学術価値を世界発信 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

すべての市町に「ふるさと学びの森」 

県民が里山里海湖に触れ親しめる機会を増やすため

「ふるさと学びの森」を整備 

「ふるさと学びの森」登録団体に対し、参加者層の拡大

や提供プログラムの充実を支援するとともに、イベントの情

報発信を支援 

県民が季節の移ろいに応じた生きものを調査・報告 

 

 

若狭町に加え、あわら市、大野市に「福井ふるさと学びの森」を開設する

とともに、里山体験活動に取り組む団体が運営する「福井ふるさと学びの

森」３０か所を登録し、全市町に展開 

 

生きものの調査・報告件数 

 －（Ｈ26）⇒１，３３１件（Ｈ30） 

人材育成プログラムにより、環境保全・活用運動を活発化 

地域で頑張る自然再生団体等の活動者のレベルアップ

を図る連続講座を開催 

 

 

リーダーズカレッジの受講者数 

 ６９０人（Ｈ27～Ｈ30累計） 

“コウノトリ野外放鳥”を実現  

福井の自然再生のシンボルであるコウノトリを飼育・繁殖

し、本県で誕生したコウノトリを放鳥 

コウノトリなどの生息環境整備を目的としたビオトープ等

の設置を支援 

 

 

飼育コウノトリの産卵した有精卵が孵化し、誕生したヒナを放鳥 

コウノトリの野外放鳥数  ９羽（H27～Ｈ30 累計） 

ビオトープ等の整備  ８市町４０か所（H27～H30累計） 

県内に無農薬農法や「水田魚道」などを普及 

環境に配慮し生き物にも優しい無農薬農法や「水田魚

道」を実践する「生き物ぎょうさん里村」を認定 

 

「生き物ぎょうさん里村」の認定地域・団体数 

 ３７地域・団体（Ｈ26累計） ⇒ ５０地域・団体（Ｈ30累計） 

年縞を研究・展示する「地球１０万年の旅 記念館」を整備 

年代測定の「世界標準のものさし」として世界に認められ

た水月湖年縞を教育・観光に活用するため年縞博物館を

整備 

出張展示や国際シンポジウムの開催、多言語ホームペ

ージの制作など年縞の価値を国内外に発信 

 

 

平成３０年９月 ７万年分（４５ｍ）の水月湖年縞を展示する年縞博物館を 

開館 

３か国語（日・英・中）で年縞博物館を紹介するＨＰを開設 

東京、大阪や県内の博物館において実物標本を展示するとともに、年縞国

際シンポジウムを開催 

 

古気候学研究センター（立命館大学）との共同研究 

立命館大学と年縞研究に関する協定を締結し、年縞の

共同研究を推進 

花粉抽出に関する国際連携機関を設立 

 

年縞博物館内に「立命館大学古気候学研究センター福井研究所」設置 

立命館大学とレーザー光線花粉抽出装置を利用し、堆積物から花粉を

高純度で抽出する技術の研究を推進 

平成３１年２月に立命館大学、オックスフォード大学、東京大学とともに花

粉抽出に関する国際連携機関を設立 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

県民の生きもの調

査数 
－ ３８５件 ７６８件 ９２２件 １，３３１件 １，０００件 

「生き物ぎょうさん

里村」の認定数 
累計３７地域・団体  

６地域・団体 

（累計 43 地域・団体）  

４地域・団体 

（累計 47 地域・団体）  

２地域・団体 

（累計 49 地域・団体）  

１地域・団体 

（累計 50 地域・団体） 
累計 50 地域・団体 

農村環境保全に取

り組む集落数 
累計５５０集落 

１６８集落 

（累計７１８集落） 

１４６集落 

（累計８６４集落） 

２０６集落 

（累計１，０７０集落）  

１２９集落 

（累計１，１９９集落）  
累計１，１００集落  
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５ 豊かな環境、すぐれた風景を次の世代に 

 

◆低炭素のまちづくり推進 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○温室効果ガスの排出抑制  

・「１市町１エネおこし」の成果発表と表彰制度  

・「相乗りデー」・「電車・バス利用デー」の設定など、ＣＯ２と渋滞を減らす 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「１市町１エネおこし」の推進 

「ふるさと環境フェア」等において、再生可能エネルギー

の普及や地域おこしに貢献した団体の取組みを発表 

企業、団体、市町等で構成する「ふくいまちエネおこしネ

ット協議会」において、「１市町１エネおこし」の成果を発表 

 

 

「１市町１エネおこし」による再生可能エネルギー導入市町数 

４市町（H26）⇒１７市町（H30） 

「相乗りデー」の設定など、ＣＯ２と渋滞を削減 

カー・セーブ運動を強化するために、相乗りデーやカー 

シェア事業を実施 

バス事業者の協力を得て、バスの乗り方教室を開催 

市町等のイベントに参加し、カー・セーブ運動のＰＲブ 

ースを出展 

 

 

相乗りデー、カーシェア等参加企業 ５６件（H30） 

バスの乗り方教室 

１６回実施、約４，６５０人が参加（Ｈ27～Ｈ30累計） 

ブース出展数 

３８回実施、約７，７００人に啓発（Ｈ27～Ｈ30累計） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

再生可能エネルギ

ーによる地域おこし

に取り組む市町数 

累計４市町 
３市町 

（累計７市町） 

３市町 

（累計１０市町） 

３市町 

（累計１３市町） 

４市町 

（累計１７市町） 
１７市町 

企業の相乗りデー

参加数 
- ２２件 ４９件 ５５件 ５６件 ５０件 
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５ 豊かな環境、すぐれた風景を次の世代に 

 

◆まちをきれいにモノを大切に 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○国体に向けクリーンアップの総作戦  

・街路・河川・海岸を重点にクリーンアップ総作戦を展開  

○ごみ減量化の徹底  

・地域・事業所単位のごみ減量活動を活発化、活動の表彰制度  

・「食べきる・水をきる・使いきる」運動を徹底的に広げ、生ごみを減量  

・本やおもちゃ、電化製品、農機具など大事に使い、交換と修繕のシステムづくり 

主な政策の実施状況 主な成果等 

クリーンアップ総作戦を展開 

クリーンアップ大作戦の実施 

スマートフォンアプリ「ピリカ」を活用したゴミ拾い活動 

国体・障スポに向け「スポーツＧＯＭＩ拾い大会」を県内６

地区での予選会および決勝大会を開催 

 

 

クリーンアップ大作戦参加者数 

 ４１８，９２５人（H27～H30累計） 

「ピリカ」を使ったゴミ拾い活動参加者数 

 １１８，６０１人（Ｈ27～30累計） 

スポーツＧＯＭＩ拾い大会参加者数 

 １，９３５人（H27～H30累計） 

 

地域・事業所単位のごみ減量活動を活発化 

県と市町・住民による「ごみ減量化推進会議」を設置し、

全市町に雑がみ分別回収体制を整備 

国体・障スポ会場において使用する全市町統一のごみ

分別ラベルを市町に配布するとともに、県内全小学生に雑

がみ回収袋を配布し、分別を徹底 

 

 

リサイクル率 

 １６．６％（Ｈ26） ⇒ １８．６％（Ｈ30） 

「食べきる・水をきる・使いきる」運動 

飲食店、食品販売店において「食べきりの日」を設け、

県民に向けて食べきり運動を周知 

料理を注文する企業側への働きかけとして「おいしい食

べきり」を実践する企業の登録制度を創設 

本県において「３Ｒ推進全国大会」を開催し、「全国おい

しい食べきり運動ネットワーク協議会」を設立して食べきり

運動を全国に展開 

廃棄物の減量化・リサイクルに取り組む事業者を表彰 

 

 

おいしいふくい食べきり運動認知度 

５６％（Ｈ26） ⇒ ８０．２％（Ｈ30） 

 

全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会参加自治体数 

４４都道府県、２０１市区町村（Ｈ28設立時） 

⇒４７都道府県、３４１市区町村（Ｈ30） 

本やおもちゃなど交換と修繕のシステムづくり 

読み終わった本を譲り合う古本市やおもちゃの修理等

のリユース行事を実施する民間団体への支援 

「福井県おもちゃ病院協議会」を設立し、おもちゃ病院

の技術交流や組織強化を支援 

 

 

古本リサイクル、おもちゃ修理を行う団体数 

 ６団体（Ｈ26累計）⇒16団体（Ｈ30累計） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

ピリカを使ったゴミ

拾い活動参加者数 
１２，３３１人 ２５，４０５人 

２９，９４６人  

（累計55,351人） 

３１，５７５人  

（累計 86,926人） 

  ３１，６７５人  

（累計 118,601 人） 

４年累計 

１００,０００人 

おいしいふくい食

べきり運動認知度 
５６％ ６６％ ７１％ ７４％ ８０．２％ ８０％ 

古本リサイクル、お

もちゃ修理を行う団

体数 

累計６団体 
２団体 

（累計８団体） 

２団体 

（累計１０団体） 

５団体 

（累計１５団体） 

１団体 

（累計１６団体） 
累計１２団体 
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５ 豊かな環境、すぐれた風景を次の世代に 

 

◆景観を県民資産に 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「わがまち景観」の保全・継承  

・古き良きふるさとの伝統的民家・まちなみ保存の拡大  

・里山トレイルと越の白山ウオッチング。白山文化のシンボル「越前禅定道」のルート整備を促進  

・「ふくいの音風景」を地域の宝に、風景を五感で楽しむ県民活動  

・案内看板・広告看板削減を市町に広げ、道路景観さらに改善 

主な政策の実施状況 主な成果等 

ふるさとの伝統的民家・まちなみ保存の拡大 

学識経験者や県民代表などで構成する「ふるさと福

井景観づくり懇談会」において優れた団体等を認定 

福井ふるさと百景の選定地域や伝統的民家の集積地

区における住民団体の景観づくり活動を支援 

 

 

福井ふるさと百景活動団体・伝統的民家群保存活用推進地区の数 

５５団体（Ｈ26） ⇒ ９３団体（H30） 

里山トレイルの拡大 

福井の美しい里山の自然環境や歴史・文化を巡るトレイ

ルコースを平成２７年度に３コース設定（福井平野周辺、越

前海岸武生周辺、三方五湖周辺） 

コースを活用したイベントを開催するとともに、トレイルに

よる誘客を県下一円に拡大 

 

 

トレイルコース利用者 

 １千人(H27) ⇒ ２．２万人（H30） 

白山文化のシンボル「越前禅定道」のルート整備を促進 

越前禅定道のルート整備と、白山を見渡す法恩寺山山

頂の視点場整備 

 

 

登山道（５ｋｍ）を再整備するとともに、法恩寺山山頂に視点場を整備 

「ふくいの音風景」を地域の宝に 

音風景に関するワークショップや思い出作文コンテスト

の開催 

県民が地域の宝として未来に残していきたいと願ってい

るふるさとの音を「ふくいの音風景５０選」として選定 

 

音風景ワークショップ参加者数 ２３０人（H26～H28累計） 

思い出作文コンテスト応募数 ４３２作品（H27～H28累計） 

「ふくいの音風景」投稿数 

５３件（Ｈ26） ⇒ ４０２件（Ｈ30） 

 

案内看板・広告看板削減による道路景観改善 

景観を改善するため、道路標識柱等の集約化を行う

とともに標識の撤去を推進 

 

道路標識等の集約化・撤去箇所数    

７１箇所(H27～H30累計) 

屋外広告物条例等の改正により基準に適合しなくな

った広告物を撤去・改修 

 

屋外広告物の撤去・改修 

５１０件(H28～H30累計) 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

福井ふるさと百景活動

団体・伝統的民家群保

存活用推進地区の数 

１６団体 

（累計５５団体） 

１１団体 

（累計６６団体） 

１０団体 

（累計７６団体） 

９団体 

（累計８５団体） 

８団体 

（累計９３団体） 
累計８５団体 

里山トレイルコース

の利用者数 
― １千人 １．２千人 １．７万人 ２．２万人 １万人 

音風景投稿数 ５３件 
７８件  

（累計１３１件） 

９０件  

（累計２２１件） 

８９件  

（累計３１０件） 

９２件  

（累計４０２件） 
累計４００件 

道路標識等の集約

化・撤去箇所数 

４年累計 

７１箇所 
１４箇所 

２５箇所 

（累計３９箇所） 

１５箇所 

（累計５４箇所） 

１７箇所 

（累計７１箇所） 

４年累計 

４０箇所 
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６ 革新と創造で伸びゆく福井の企業 

 

元気な産業 

６ 革新と創造で伸びゆく福井の企業 

◆福井発の「ローカル産業革命」 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○地域連携・業種横断の技術革新  

・福井企業のドリームチームによる「県民衛星」製造プロジェクト支援  

○世代をつなぐ「職人」技術  

・サンドーム福井を越前和紙・陶器・漆器・打刃物のマーケティングと売り込みのものづくり拠点に  

・旧水野邸を活用して「越前古窯施設」を整備、越前焼の発信・誘客を拡大  

○産業革新の一貫システム  

・「ふくいオープンイノベーション推進機構」（工業技術センター）を設置、技術開発・商品開発から販売促進まで県内企業を一貫支援  

・ものづくりのプロ「生産管理インストラクター」を育成、企業の生産性向上  

・嶺南産業の支援拠点を設置し、電源地域の技術開発・移転と産業振興  

○ビッグデータ・オープンデータによる地域産業・経済分析の強化  
 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「県民衛星」製造プロジェクト支援 

県民衛星の開発や利活用に向け、「ふくい宇宙産業創

出研究会」や「福井県民衛星技術研究組合」を設立し、超

小型衛星の技術開発等を推進 

東京大学と県内企業、工業技術センターが、超小型人

工衛星の製造効率化に向けた共同研究開発を実施（Ｈ29

～） 

 

 

宇宙関連産業分野への企業等参入数 

５５社･団体（H27～H30累計） 

ルワンダ共和国で使用される超小型人工衛星の研究開発を支援 

 

 

 

サンドーム福井をものづくり拠点に 

平成２８年１１月にサンドーム福井管理会議棟を「福井も

のづくりキャンパス」として再整備し、後継者の育成や商品

開発、展示・販売などの講座の開講など、ものづくりの拠点

機能を持たせることにより、ブランド構築から販路確保まで

を一貫して支援 

 

 

伝統工芸職人塾研修人数 

１２９人（H27～H30累計） 

ものづくりに役立つ講座「ＭＯＮＯ ＣＡＮ」を開催（H28～） 

約２０，０００人参加（H28～H30累計） 

商品開発から流通までを学ぶ講座を開催（Ｈ30～） 

２１社２２人参加（H30） 

 

「越前古窯施設」の整備 

旧水野邸を活用した「越前古窯拠点施設」を発信拠点と

して整備（H29.10）するとともに、「岡倉天心」に因んだ茶会

等を開催するなど、茶文化を中心とする越前焼の振興を支

援 

 

 

「天心茶会」を開催（H29・H30） 

日本遺産 六古窯産地の首長等を集めたサミットを開催（H29） 

天心ゆかりの地の関係者が一堂に会する天心サミットを開催（H30） 

一周年記念行事として、水野コレクションの一挙公開等を実施（H30） 

 

「ふくいオープンイノベーション推進機構」の設置 

産学官金が一体となって、研究開発から販路開拓まで

を支援する「ふくいオープンイノベーション推進機構」を設

置（H27.6）し、産業技術総合研究所「福井サイト」（H28.4

設立）と連携をとりながら、新たな共同研究プロジェクトを促

進 

 

 

ふくいオープンイノベーション推進機構における共同研究プロジェクト数 

６２件（H27～H30累計） 

 

 

 

「ものづくり改善インストラクター」の育成 

「福井ものづくり改善インストラクタースクール」を開講

（H28.9）し、生産現場における業務改善指導が出来る人

材を養成 

養成した人材を県内ものづくり企業に派遣し、業務改善

指導を実施 

 

 

ものづくり改善インストラクタースクール修了人数 

４１人（H28～H30累計） 

インストラクター派遣企業数 

９社（H29～H30累計） 
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嶺南産業の支援拠点を設置 

平成２７年８月に「ふくい産業支援センター嶺南サテライ

トオフィス」を開設し、巡回訪問や経営相談など嶺南企業

を支援 

 

 

新商品開発や販路拡大等の支援 

８２２社（H27～H30累計） 

 

 

ビッグデータ・オープンデータによる分析の強化 

国の地域経済分析システムなどを活用し、福井経済新

戦略に掲げる施策の実行に反映 

 

 

福井経済新戦略（改訂版）の策定（H27.6） 

国が提供するビッグデータの分析システムを活用し、北陸３県の県域をまた

がる繊維関連企業グループの連携を応援 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

宇宙関連産業分野

への企業等参入数 
－ ２５社･団体 

１８社･団体 

（累計４３社･団体） 

８社･団体 

（累計５１社･団体） 

４社･団体 

（累計５５社･団体） 

４年累計 

５０社・団体 

伝統工芸職人塾 

研修人数 
１３人 ２５人 

２５人 

（累計５０人） 

４３人 

（累計９３人） 

３６人 

（累計１２９人） 

４年累計 

８０人 

ふくいオープンイノ

ベーション推進機

構における共同研

究プロジェクト数 

－ １５件 
１６件 

（累計３１件） 

１５件 

（累計４６件） 

１６件 

（累計６２件） 

 

４年累計 

６０件 

 

嶺南企業の支援件

数（専門家派遣、

補助制度等） 

９６社 

 

１４１社 

 

１６２社 

（累計３０３社） 

２３４社 

（累計５３７社） 

２８５社 

（累計８２２社） 

 

４年累計 

５００社 
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６ 革新と創造で伸びゆく福井の企業 

◆つかめ国内外のビジネス・チャンス 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○国体・五輪を機にビジネス拡大  

・福井国体の調達、東京五輪への売込み。競技・式典用品など新たな商品開発を応援  

・福井国体関連の商品・サービスを地元企業に重点発注  

・「福井国体にウェアラブル」の商品を開発（リアルタイム文字通訳サービスなど）  

○東南アジアとの「お互いプロジェクト」  

・タイ・上海事務所を核にアジアビジネスの拡大と観光商品の販売促進を支援 

主な政策の実施状況 主な成果等 

国体・障スポ、五輪を機にビジネス拡大 

県内企業による Made in Fukui の新商品開発を支援 

大会関係機関やスポーツ用品メーカー等への売込み 

を強化 

福井国体による来県者向けに、県内小売・飲食店を掲

載したアプリ「ふくい、幸（さち）サーチ」を提供 

 

 

国体・オリンピックを契機とした商品開発による売上額 

３億円（H30） 

オリンピック委員会等への売込み １５回（H27～H30累計） 

アプリ掲載店舗数  ５０８社（H29～H30累計） 

 

福井国体関連の商品・サービスを地元企業に重点発注 

「地元企業等の契約機会の確保」や地場産品の開発・

活用」を明記した調達方針に基づき、県内企業や県内

に支社を置く企業、障害者就労支援事業所などに発注 

 

 

 

平成２６年に県と市町の間で定めた調達方針に基づき発注 

特殊な競技用具などを除き地元に発注 

参加章、記念章、障スポメダル、表彰状などに県産品を活用 

開閉会式会場の入場ゲート、ロイヤルボックスなどに県産材を活用 

点字資料、啓発グッズ、アンケート調査などを障害者就労支援事業所に

発注 

 

「福井国体にウェアラブル」の商品を開発  

「ウェアラブルＥＸＰＯ」への県内企業の共同出展を支援

し、県内企業のウェアラブル関連産業への進出を促進 

 

 

ウェアラブル関連産業への県内企業進出数 

８２件（H27～H30累計） 

 

タイ・上海事務所を核にアジアビジネスの拡大 

貿易促進プラザ、上海・バンコク事務所等が連携し、海

外における拠点開設や販路開拓に関する県内企業からの

相談に対応 

バンコクや香港等において食品と工芸品、観光を一体と

して売り込む「福井の食文化提案会・商談会」を開催した

他、香港、シンガポールなどの大規模展示会等に福井県

ブースを出展 

台湾、バンコクなど、アジア各国から現地バイヤーを招

聘し、県内産地の視察や県内企業との商談機会を設定 

アジア各国で開催される旅行博等への出展にあわせ、

観光事業者を営業訪問 

 

 

県内企業からの拠点開設・販路開拓等の相談対応 

上海事務所    ２，５３９件（Ｈ27～30 累計） 

バンコク事務所  ３，５４４件（Ｈ27～30 累計） 

 

県内企業によるアジアへの新規輸出数 

１９３件（Ｈ27～30累計） 

県内企業によるアジアへの拠点開設数 

６７件（Ｈ27～30累計） 

 

 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

県内企業のウェア

ラブル関連産業へ

の進出数 

－ １７件 
２０件 

（累計３７件） 

２０件 

（累計５７件） 

２５件 

（累計８２件） 

４年累計 

８０件 

国体・オリンピック

を契機とした商品

開発による売上額 

－ － － － ３億円 ３億円 

県内企業のアジア

への新規輸出件数 

４年累計 

１４０件 
４１件 

４３件 

（累計８４件） 

５０件 

（累計１３４件） 

５９件 

（累計１９３件） 

４年累計 

１６０件 

県内企業のアジア

への拠点開設件数 

４年累計 

５０件 
１６件 

１７件 

（累計３３件） 

１７件 

（累計５０件） 

１７件 

（累計６７件） 

４年累計 

６０件 
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６ 革新と創造で伸びゆく福井の企業 

◆地域ビジネスを積極的に応援 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○小さな企業の元気応援  

・がんばる企業の顕彰制度を創設  

・地域に残したい老舗（商店・料亭・旅館など）を応援  

○お金とモノを地域で回す「ふるさとエコノミー」  

・「買うなら県内」運動、県民による県産品購入と地元の企業間取引の活発化  

・夢ある地域ビジネス（環境・介護・まちづくりなど）立ち上げ応援の地元ファンディング 

主な政策の実施状況 主な成果等 

がんばる企業の顕彰制度を創設 

平成２７年に「福井ふるさと企業表彰」制度を創設し、地

域で活躍する優れた企業を表彰 

 

 

表彰数 

３８社（H27～H30累計） 

 

地域に残したい老舗を応援 

老舗企業の事業継続のための店舗改装等の支援など、

地域の小規模企業等の事業計画の策定から実行まで一

貫した支援を実施 

 

 

県等が支援を行う中小・小規模企業数 

９，１５３社（H27～H30累計） 

老舗企業の支援数 

１０５社（H27～H30累計） 

 

県産品購入と地元の企業間取引の活発化 

平成２７年に使用場所を小規模店に限定したプレミア

ム商品券を発行し、イベントやリピーター獲得活動を支援 

地域経済の域内循環の重要性を共有するセミナーやビ

ジネス交流会を開催 

 

 

商品券を使用した県内全体の消費額 

約６９億円（H27） 

 

 

地域ビジネス立ち上げ応援の地元ファンディング 

金融機関と連携して創設した１００億円の「ふるさと企業

育成ファンド」を活用し、中小企業の新分野展開を支援 

 開業支援資金の融資要件緩和や新商品開発等に取り

組む中小企業向けの融資制度を創設 

 

 

新分野展開スタートアップ支援企業数 

４０社（H27～H30累計） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

県等が支援を行う

中小・小規模企業

数 

１，７７８社 １，９９７社 
２，０７０社 

（累計４，０６７社） 

２，１３８社 

（累計６，２０５社） 

２，９４８社 

（累計９，１５３社 ） 

 

４年累計 

７，６００社 
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６ 革新と創造で伸びゆく福井の企業 

◆県・市町一体の企業誘致 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○本社機能・研究所誘致を促進  

・国の地方拠点強化税制（法人税減税）に呼応した県税の減免（補助）制度  

・人手不足時代に即応した人材確保に着目の企業誘致  

主な政策の実施状況 主な成果等 

国の地方拠点化税制に呼応した県税の減免制度 

平成 28年 2月議会において条例を改正し、新たな優遇 

税制を創設（事業税および不動産取得税） 

本社機能の一部移転を働きかけ、女性や若者に人気の

ある職場や職種を増加 

 

 

本県への本社機能移転数（暦年） 

認定件数 １０社（Ｈ27～30累計） 

人材確保に着目の企業誘致 

高速交通ネットワークの整備進展や安価な電気料、低

い自然災害リスクなどをアピールすることにより、新エネ・省

エネ関連や物流関連、ＩＴ関連、電力多消費型産業などの

企業誘致を推進 

立地企業の U・I ターン者雇用を支援（H30～） 

 

産業用地が不足している嶺南地域や中部縦貫自動車

道の整備進展により中京方面へのアクセスが向上する奥

越地域において、産業団地の整備を促進 

 

 

 

 

 

 

テクノポート福井については、防風林帯の産業用地造成 

や公共用地の転用、転売可能な企業の未利用地の活用

を促進 

 

 

 

県内に立地する企業数（暦年） 

１１６社（Ｈ23～H26累計） ⇒ １３５社（Ｈ27～H30累計） 

（雇用者数）   １，８８６人 ⇒  ２，５９２人 

（設備投資額） １，３６３億円 ⇒  ２，０８５億円 

 

 

若狭美浜インター産業団地（美浜町山上地区） 

平成２８年度に分譲開始 

敦賀市第２産業団地（敦賀市田結地区） 

平成３１年度に分譲開始予定 

（仮称）大野市産業団地（大野市七板地区） 

平成３２年度に分譲開始予定 

おおい町産業団地（仮称）（大飯高浜 IC付近） 

平成３４年度（2022年度）に分譲開始予定 

 

防風林帯の造成を進め、２．４ｈａの産業用地を確保（H28） 

福井港南水路の港湾開発用地等の転用により産業用地２７ｈａを拡充（H29） 

１期分１５ｈａを造成開始（H30） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

立地企業数 
４年間平均 

２９社 
３２社 

３３社 

（累計６５社） 

 

３６社 

（累計１０１社） 

 

３４社 

（累計１３５社） 

４年累計 

１２０社 
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７ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 

７ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 

◆「食料産業」パワーアップ 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○競争力を高める福井米づくり  

・「ポストこしひかり」を品種登録し（２９年予定）、ブランド戦略に早期着手  

・１００ｈａ程度の「メガファーム」を倍増。集落営農や認定農業者の栽培・経営のスケールアップ  

・九頭竜川パイプラインの清流による良質米・施設園芸の大産地化  

○福井の野菜・果物をもっと市場へ  

・大規模園芸ハウス（電力・施設・ＩＣＴ）活用の周年型野菜園芸の拡大  

・集落型園芸（野菜・果樹）を県下全域へ、推奨ブランドを作り市場開拓  

○「福井百歳やさい」（かぶら、ナス、ネギなど２０品目余）のブランド化  

・農業試験場に伝統野菜の研究・保存部門、ブランド化と生産振興  

○６次産業のスケールアップ  

・食品加工研究所・工業技術センター・産業支援センターによるＩＣＴ技術も加えた共同支援体制 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「ポストこしひかり」の品種登録、ブランド戦略 

２０万種の候補の中から選抜を進めた結果、平成２８年 

１２月に１種（越南２９１号）を選定 

「ポストこしひかり」の名称を全国から公募し、１０万件を

超える応募の中から「いちほまれ」に決定(H29.4) 

名称やロゴ、テレビＣＭの発表会等あらゆる機会を捉え 

て積極的に情報発信 

 

（一財）日本穀物検定協会による米の食味ランキング  

｢特Ａ｣獲得(2年連続) 

栽培面積   

１２０ｈａ（H29） ⇒  ６００ｈａ(H30) 

首都圏等での販売店  

４９１店舗(H29) ⇒  ８２０店舗(H30) 

全国に向けた「いちほまれ」情報の発信（H30） 

全国枠でのテレビ放映、新聞掲載  30 回 

地方新聞、雑誌、Web等での掲載 586 回 

 

「メガファーム」を倍増 

農地の集積・集約による規模拡大に加え、農業経営相

談所の経営指導等を通し、新たなメガファームを育成 

 

 

メガファーム育成数 

  ５組織（H26） ⇒ ２０組織（H30） 

九頭竜川パイプラインによる米・園芸の大産地化 

パイプライン通水エリアのコシヒカリにおいて、夏場の高

温時期に夜間かんがいを実施 

三里浜砂丘地において、メロン、コカブ、ニンジン等にア

スパラガス、ショウガを新たに加え、作付面積を拡大 

 

夜間かんがいによるコシヒカリの栽培面積 

８７５ｈａ（Ｈ26） ⇒ ４，５９２ｈａ（H30いちほまれを含む） 

耐候性ハウス等での作付面積 

１３８ｈａ（Ｈ26） ⇒ １９１ｈａ（H30） 

 

大規模園芸ハウス活用の周年型野菜園芸の拡大 

ミディトマト、青ネギ、イチゴ等の周年生産を進めるため、

大規模園芸ハウスを整備 

 

 

周年型野菜園芸   

２か所（Ｈ26） ⇒ １３か所（H30） 

ミディトマト等の出荷量  

５５ｔ（Ｈ26） ⇒ ９５２ｔ（H30） 

 

集落型園芸を県下全域へ、推奨ブランドを作り市場開拓 

ネギ、キャベツ等を中心に、水田での集落型園芸を県下

全域に拡大 

福井県産ブドウ「ふくぷる」を推奨ブランドとし、ブドウの

生産拡大 

 

集落型園芸の取組組織等の数 

７３組織等（Ｈ26） ⇒ ２８２組織等（H30）  

集落型園芸の栽培面積 

８９ｈａ（Ｈ26） ⇒ ３０4ｈａ（H30） 

ブドウ生産量 

  ２１ｔ(H26) ⇒ １４０ｔ(H30) 
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「福井百歳やさい」のブランド化と生産振興 

農業試験場に「福井百歳やさい種苗供給センター」を設

置し、生産拡大に向けて、杉箸アカカンバや菜おけなどの

種子を増殖 

山内かぶら、越前白茎ごぼう、菜おけなどの生産拡大 

地理的表示保護制度（ＧＩ）の登録推進 

 

「福井百歳やさい種苗供給センター」設置（H27） 

福井百歳やさい生産面積 

  ９．６ｈａ（H26） ⇒ ２０．１ｈａ（H30） 

GI登録状況（6品目：全国１位） 

 H28：吉川ナス、山内かぶら、谷田部ねぎ 

 H29：上庄さといも、若狭小浜小鯛ささ漬 

H30：越前がに 

 

６次産業のスケールアップ 

６次産業化サポートセンターや６次化推進会議の活用に

よる新商品開発および商談会の開催等により６次産業化を

推進 

福井オリジナル酒（大吟醸酒）の商品化に向け、大吟醸

酒用の酒米と酵母を開発 

 

６次化商品販売額 

１．２億円(H26) ⇒ ３．３億円(H30) 

新商品の開発数  

９８品（H27～30累計） 

新たな酒米を開発し、公募により名称「さかほまれ」に決定（H30.11） 

新たな酵母を開発（H30） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

１００ha 規模のメガ

ファーム数 
累計５組織 

３組織 

（累計８組織） 

４組織 

（累計１２組織） 

４組織 

（累計１６組織） 

４組織 

（累計２０組織） 
累計２０組織 

夜間かんがい通水

エリア面積 
累計８７５ｈａ 

９５３ｈａ 

（累計１，８２８ｈａ）  

２，６９９ｈａ 

（累計４，５２７ｈａ）  

－２４ｈａ 

（累計４，５０３ｈａ）  

８９ｈａ 

（累計４，５９２ｈａ）  
累計２，０００ｈａ 

三里浜砂丘地のメ

ロン、コカブ、ラッキ

ョウ等生産面積 

１３８ｈａ １４８ｈａ １６３ｈａ １７７ｈａ １９１ｈａ １８０ｈａ 

大規模園芸施設で

のミディトマト等販

売量 

５５t ２７０t ４７５t ７９０t ９５２t ５００t 

水田園芸を行う集

落営農組織・認定

農業者の数 

累計７３組織等 
５３組織等 

（累計１２６組織等） 

４５組織等 

（累計１７１組織等） 

４９組織等 

（累計２２０組織等） 

６２組織等 

（累計２８２組織等） 
累計１５０組織等 

ブドウ生産量 ２１t ３７t ６１t ８５t １４０t １４０t 

「百歳やさい」生

産面積 
９．６ha １２ha １４．６ha １７．１ha ２０.１ha ２０ha 

６次化新商品の販

売額 
１．２億円 １．７億円 ２．３億円 ２．９億円 ３．３億円 ３．１億円 
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７ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 

◆「里山里海湖ビジネス」の新展開 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○中山間産業の新スタイル  

・地域営農サポート・作業受託を広げ、山ぎわの施設園芸・果樹栽培  

○福井型・新グリーンツーリズム  

・農家民宿・オーベルジュ・体験漁業など「里山里海湖ツーリズム」  

○鳥獣の被害対策と利用  

・防止柵・ネット・緩衝帯、わな捕獲隊などあらゆる手段で被害減  

・嶺北における処理・加工施設の整備支援、ジビエの安全衛生管理制度の導入  

主な政策の実施状況 主な成果等 

地域営農サポート・作業受託を拡大 

県内ＪＡ等において中山間地域等の条件の不利な農

地での農作業受託業務を実施。中山間での果樹実証圃

の設置、施設園芸を推進 

 

 

広域作業受託組織の設立 

１組織（H26） ⇒ １０組織（H30） 

施設園芸や果樹栽培への転換 

 １０箇所１ｈａ（H27） ⇒ ６１箇所９．４ｈａ（H30） 

 

「里山里海湖ツーリズム」 

里山里海湖ビジネス研修により実践する人材を育成す

るとともに、農家レストラン等の整備支援により受入体制を

強化 

漁船クルーズやタコかご等の漁業体験メニューの新

設。マハタやトラウトサーモンのコース料理を県内外に

PR。漁家民宿のリフォームを支援 

 

 

農家レストラン、直売所、体験交流型農園の数 

１４か所（H26） ⇒ １３４か所（H30） 

漁家民宿利用者数 

４１．８万人(H26) ⇒ ４８．９万人（H30） 

さとうみの宿の売上額 

３６億円(H26) ⇒ ４０．１億円（H30） 

 

鳥獣の被害対策と利用 

被害防除対策として、山ぎわに金網柵や電気柵などの

侵入防止柵を整備 

捕獲対策として、わなや銃による実践的な捕獲技術研

修により捕獲者を育成 

優良捕獲者の登録・派遣を行う人材バンクを設置し、捕

獲体制を強化 

獣肉料理の試食会や料理講習会を開催し、ジビエの普

及促進に取り組むとともに、ガイドラインに準じた処理につ

いて周知 

 

 

農作物被害面積 

３０６ｈａ（H22～26平均） ⇒ １４６ｈａ（H30）  

有害獣捕獲頭数 

１６，７００頭（H26） ⇒ ２１，０００頭（H30 見込み） 

 

嶺北における処理・加工施設の整備支援 

処理主体である市町に対し、捕獲獣の適切な処理等

を各種会議等を通じて指導 

 意欲ある市町や地域の処理・加工施設整備を支援 

 

 

大野市有害鳥獣処理施設（減溶化施設） （H30.3完成） 

  処理計画頭数 ： ４００頭／年 

  整備箇所 ： 大野市木本 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

ＪＡ等による広域作

業受託組織数 
累計１組織 

３組織 

（累計４組織） 

２組織 

（累計６組織） 

２組織 

（累計８組織） 

２組織 

（累計１０組織） 
累計１０組織 

施設園芸や果樹栽

培への転換 
- 

１０か所 

１．０ha 

１３か所 

４．０ha 

（累計２３か所 

５ha） 

１９か所 

２．３ha 

（累計４２か所 

７.３ha） 

１９か所 

２．１ha 

（累計６１か所 

９.４ha） 

４年累計 

６０か所 

９ha 

特用林産物生産額 ５億円 ５．７億円 ６．３億円 ６．９億円 ７．５億円 ７．５億円 
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農家レストラン等の

整備箇所数 
累計１４か所 

３０か所 

（累計４４か所） 

３０か所 

（累計７４か所） 

２８か所 

（累計１０２組織） 

３２か所 

（累計１３４か所） 
累計１３４か所 

さとうみの宿の売上

額 
３６億円 ３７億円 ３８．１億円 ３９億円 ４０．１億円 ４０億円 

有害鳥獣による農

作物被害面積 

５年間平均 

３０６ｈａ 
２４１ｈａ １９９ｈａ １４８ｈａ １４６ha １５０ｈａ 

有害鳥獣捕獲頭数 １６，７００頭 １６，７００頭 ２０，６００頭 ２１，１００頭 
２１，０００頭 

（見込み） 
２１，０００頭 
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７ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 

◆「ふくい食ブランド」を地消・外商 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○日本でいちばんおいしい学校給食  

・福井の特産物を味わう「地産地消給食」。「学校給食畑」を全小学校へ  

○「福井ゆかりの店」ネットワーク  

・新鮮配送システム、東京・大阪など「福井ゆかりの店」と県産食材を直結  

・産・農・観の連携により、「南青山２９１」・「食の國福井館」の発信と売上アップ  

○海外に売り込む「福井の食」  

・農協・県・市町による県産品売り込み隊を結成し、国内外へ販路開拓  

主な政策の実施状況 主な成果等 

福井の特産物を味わう「地産地消給食」 

プロの料理人等の協力を得て地場産食材を使ったおい

しいメニューを開発、学校給食で提供するとともに、本県の

特産品等を使用した給食による食に関する学習を通して

福井の食文化への理解や地域への愛着を促進 

学校給食調理コンテストを開催し、調理や地域の食材・

文化に関する発表を通し食への関心を向上させるととも

に、学校給食甲子園等の全国大会において上位入賞を

目指すことにより本県給食のレベルアップを促進 

 

 

地域の食材を活用した給食献立 

３０献立（H26） ⇒ ５０献立（H30） 

学校給食の全国大会入賞数 

【学校給食甲子園】 

１件（H23～26累計） ⇒ ２件（H27～30 累計） 

【地産地消給食等メニューコンテスト】（H29 まで） 

４件（H23～26累計） ⇒ ６件（H27～29 累計） 

「学校給食畑」を全小学校へ 

野菜等の生産を体験し給食等で味わう「学校給食畑」の

実施 

食育月間（6 月）および和食の日（11 月 24 日）を中心に

地場産１００％和食給食を県内全小中学校で実施 

 

 

学校給食畑実施小学校  

１０７校(H26) ⇒ 全小学校１９０校(H30) 

 

東京・大阪など「福井ゆかりの店」と県産食材を直結 

首都圏および関西圏での営業活動により、「福井ゆかり

の店」の店舗登録数を拡大 

ネットを利用した注文・配送システムや、シェフ等の産地

視察、ゆかりの店での県産食材を使用した「福井フェア」、

東京での生産者等とシェフとの商談会を実施することによ

り、販売額を拡大 

 

 

「福井ゆかりの店」の登録店舗数 

１７８店(H27) ⇒ ２７２店(H30) 

（首都圏 174店、関西圏 98店） 

「福井ゆかりの店」の販売額  

２，５００万円(H27) ⇒ ５，１６９万円(H30) 

 

「南青山２９１」・「食の國福井館」の発信と売上アップ 

情報発信の強化により、店舗への集客力を高めるととも

に、大手企業内のフェアの開催や百貨店での催事等を通

して、「南青山２９１」、「食の國福井館」の売上を拡大 

 

 

アンテナショップの売上額 

２億８，２１２万円（H26） ⇒ ３億５，２９０万円（H30） 

 

 

県産品売り込み隊を結成し、国内外へ販路開拓 

香港やシンガポールなどにおいて、ＪＡ、県漁連、企業

等と共動で福井県の食材を PR する食文化提案会や商談

会を開催し、販促活動を展開 

専門家を活用した新商品開発やパッケージ等の改良、

大手食品卸会社への販路開拓、アンテナショップ職員によ

る営業活動の実施により、首都圏における県産食品の新

規取引額を増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出に取り組む事業者数 

２１事業者(H27) ⇒ ３１事業者（H30） 

シンガポール等で本県の食材を取り扱う飲食店 

２店(H26) ⇒ ４２店（H30） 

首都圏における県産食品の新規取引額 

４，１００万円（H26） ⇒ ６，６２４万円（H30） 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

学校給食畑の導入

を行う小学校数 
１０７校 １３２校 １５０校 １７０校 全小学校１９０校 全小学校１９０校 

「福井ゆかりの店」

店舗数 
－ １７８店 

２５店 

（累計２０３店） 

５５件 

（累計２５８店） 

１４件 

（累計２７２店） 

４年累計 

２５０店 

南青山２９１、食の

國福井館の売上高 
２億８，２１２万円 ３億２，５２３万円 ２億９，１６７万円 ３億４，１８８万円 ３億５，２９０万円 ３．５億円 

首都圏における県

産食品の新規取引

額 

４，１００万円 ５，０７０万円 ５，４３５万円 ６，１３６万円 ６，６２４万円 ６，０００万円 

都市圏ホテル等で

の「福井フェア」開

催件数 

２４件 ２８件 
３４件 

（累計６２件） 

２７件 

（累計８９件） 

５８件 

（累計１４７件） 

４年累計 

１１０件 

県産食材の輸出に

取り組む事業者数 
累計１４事業者 

７事業者 

（累計２１事業者） 

３事業者 

（累計２４事業者） 

３事業者 

（累計２７事業者） 

４事業者 

（累計３１事業者） 
累計３０事業者 

シンガポール、タイ

等で県産食材を扱

う飲食店数 

累計２店 
８店 

（累計１０店） 

７店 

（累計１７店） 

１３店 

（累計３０店） 

１２店 

（累計４２店） 
累計３０店 
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７ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 

◆「もうかる漁業」へ転換加速 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○里海湖川の「宝」を福井ブランドへ  

・極上銘柄の「プレミアム越前がに」を高級市場へ  

・「一大養殖産地」のための投資を支援（かき、ふぐ、トラウトサーモン、マダイ、マハタ、アオリイカ、なまこ、アユ、サクラマスなど）  

○地魚の加工・流通拡大  

・水産加工施設の整備と加工品の生産アップ、給食・量販店・大都市・海外へ  

○国・県立大学・民間などと連携し「新日本海漁業」、漁業資源の国際的管理と研究 

主な政策の実施状況 主な成果等 

極上銘柄の「プレミアム越前がに」を高級市場へ 

平成２７年度から越前がにのうち、重さ 1.3ｋｇ以上などの

基準を満たす厳選された最高級品を「越前がに 極」として

販売開始 

ドローンによる越前がに漁ドキュメンタリー映像を作成

し、首都圏等での大型ビジョン放映や海外への動画配信

などを実施 

 越前がにブランドの保護と他産地との差別化を図るため、

地理的表示（ＧＩ）保護制度へ登録（Ｈ30） 

 

 

越前がに生産額 

 １８億円(H26) ⇒ ２０億円（H30） 

越前がに単価 

 ４，５０２円/kg（H26） ⇒ ５，０１９円/kg(H30) ※全国１位 

 

 

 

「一大養殖産地」のための投資を支援 

トラウトサーモンは、大型養殖施設の整備を進め生産を

拡大。平成２８年度からふくいサーモンとして販売開始 

マハタは、養殖技術を開発し、漁業者へ技術を普及 

 

 

トラウトサーモン生産量 

  ０ｔ(H２6) ⇒ １０３ｔ（H30） 

大型養殖施設の整備箇所数 

  １か所（H26） ⇒ ４か所（H30） 

 

地魚の加工・流通拡大 

福井県漁業協同組合連合会による水産加工施設の整備 

を支援し、平成２８年５月に本格稼働を開始 

ふくいサーモンなどを描いたラッピングカーを利用した地

魚ＰＲキャラバンや新たな料理開発などを支援 

首都圏での商談会を開催するなど加工品を売り込み 

 

 

水産加工品商談回数 

  ２２回(H26) ⇒ ２９回（H30） 

水産加工品販売額 

  ３７１億円（H26） ⇒ ３９７億円（H30） 

 

 

国・県立大学・民間などと連携し「新日本海漁業」 

平成２８年度に策定した水産学術産業拠点基本構想に

基づき、トラウトサーモンの養殖生産量増大に向けた地下

海水井戸の調査（試掘）およびマハタ種苗生産施設の設

計等を実施 

養殖や資源管理等について、国・県立大学・民間等との

共同研究を推進 

 

地下海水井戸の試掘 

 地下海水井戸試掘を実施(H29)、施設整備候補地を選定(H30) 

マハタ種苗生産施設 

実施設計(H29)、建設工事を開始(H30.10～) 

養殖や資源管理等の共同研究の推進 

トラウトサーモンの養殖技術開発について共同研究を実施(H28～) 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

プレミアム越前がに

の販売数 
― ４０６杯 

２５４杯 

（累計６６０杯） 

１９１杯 

（累計８５１杯） 

８７杯 

（累計９３８杯） 

４年累計 

２，０００杯 

大型養殖施設の整

備箇所数 
累計１か所 

１か所 

（累計２か所） 

１か所 

（累計３か所） 

１か所 

（累計４か所） 

― 

（累計４か所） 
累計４か所 

水産加工品販売額 ３７１億円 ３７５億円 ３８１億円 ３８５億円 ３９７億円 ３９５億円 
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７ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 

◆森林を市場に直結 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○県産材をフル活用  

・山ぎわすっきり間伐、集落ごとのコミュニティ林業を拡大。作業道整備に創意工夫  

・「山の市場」を設け、薪・林地残材など販売。木質バイオマスの利用促進や「炭焼き復活プロジェクト」  

主な政策の実施状況 主な成果等 

山ぎわすっきり間伐、集落ごとのコミュニティ林業を拡大 

集落を単位とした効率的・計画的な木材生産を行うコミュ 

ニティ林業を、山ぎわの地域において拡大 

製材所が設立した協同組合において、人工乾燥機を整 

備し、一元的に乾燥を行い、生産を拡大 

 丸太の規格や品質を伐採前に把握し、工務店等のニー

ズに応じた丸太を供給する新システムを構築 

 ＧＰＳを活用した境界測量等に対して支援し、山ぎわの森

林境界確認を加速化 

 

 

コミュニティ林業実施集落数 

５５集落（H26） ⇒ １３５集落（H30） 

県産柱材の利用量  

２，８００㎥(H26)  ⇒ ６，８００㎥（H30） 

山ぎわの森林境界の確認 

１，６００ha(H28)  ⇒ ５，０００ha（H30） 

 

「山の市場」を設け、薪・林地残材など販売 

林家自らが林地残材等を販売できる山の市場を平成２７ 

年度から設置するとともに、農産物や薪などを販売するイ

ベントを開催 

間伐材を選別し、効率的に出荷するためのウッドターミ

ナル等を設置し、需要先への直送により流通を効率化 

山の市場  

２地区(H27)  ⇒ ６地区（H30） 

山の市場取引額 

１５０万円(H27)  ⇒ １，１４０万円（H30） 

ウッドターミナル等整備 

２箇所(H27) ⇒ ６箇所（H30） 

ウッドターミナル取扱量 

１０，０００㎥(H27) ⇒ ８１，０００㎥（H30） 

 

木質バイオマスの利用促進 

大野市で県内初の木質バイオマス発電が稼働し、これま 

で山に残さざるを得なかった間伐材(C材)の利用が拡大 

(H28～) 

 

 

木質バイオマス発電用燃料 

 ４４，９００㎥(H26)  ⇒ ７２，６００㎥(H30) 

 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

コミュニティ林業実

施集落数 

５年累計 

５５集落 

２０集落 

（累計７５集落） 

２０集落 

（累計９５集落） 

２０集落 

（累計１１５集落） 

２０集落 

（累計１３５集落） 
累計１３５集落 

人工乾燥材の生産

拡大による県産柱

材の利用量 

  ２，８００㎥ ３，３５０㎥ ４，８５０㎥ ５，８５０㎡ ６，８００㎥ ６，８００㎥ 

「山の市場」整備数 ― ２地区 
４地区 

（累計６地区） 

０地区 

（累計６地区） 

０地区 

（累計６地区） 

４年累計 

５地区 

ウッドターミナル整

備数 
― ２か所 

１か所 

（累計３か所） 

２か所 

（累計５か所） 

１か所 

（累計６か所） 

４年累計 

６か所 
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８ 高速交通時代にブランド・観光オンリーワン戦略 

 

８ 高速交通時代にブランド・観光オンリーワン戦略 

◆「幸福日本一・福井」の新ブランド戦略 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○「福井の知名度・好感度」全国上位へ  

・「幸福日本一の秘密」をインターネットで世界発信 （日常の風景・暮らしに目線をおいて）  

・「幸福の国の歩き方」を雑誌・インターネットで全国・アジアへ  

・県共通の定番ポスター、市町とともに図案やキャッチコピーの「決定版発信ツール」  

・東京銀座（煉瓦街）をつくった由利公正の功績プロジェクト、『五箇条の御誓文』 起草１５０年（平成３０年）  

○福井が舞台の「大河ドラマ」  

・大河ドラマ誘致、福井の偉人群像が主役となるシナリオをつくり働きかけ 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「幸福日本一」の発信 

 全国的な総合月刊誌やWEBに掲載したほか、幸福度日

本一を表すコピー・ロゴを制作し、県や市町、民間企業とと

もに様々な機会を通じて発信 

 本県ゆかりの著名人が福井の幸せや魅力を語るラジオを

制作、毎月首都圏で配信 

県内の幸福スポットや幸せにつながる伝統行事等を県民と

ともに選定し、冊子やホームページを制作 

 

 

「幸福度ランキング」において３回連続総合１位を獲得 

  （2014版、2016版、2018版）          

文藝春秋に特集記事掲載、WEB配信（Ｈ28） 

コピー・ロゴ活用実績 日本郵便、NTT タウンページなど３０社 

「しあわせになるラジオ」を毎月配信（Ｈ29～） 

プロジェクションマッピングイベントを開催（Ｈ30） 

幸福スポットをつなぐ「しあわせ巡遊コース」を 4 コース設定 

「ふくい四季のしあわせ綴り」を県内全中高校生などに配布 
 

県共通の定番ポスター「決定版発信ツール」  

発信ツールとして「ＦＵＫＵＩ ＨＡＰＰＩＮＥＳＳ」をキャッチ 

コピーとした幸福日本一の福井県の魅力を伝える観光ポス

ターを市町とともに制作 

 

 

「ＦＵＫＵＩ ＨＡＰＰＩＮＥＳＳ」観光ポスターの制作数  

１７市町 ２０種類（Ｈ30） 

 

 

由利公正の功績プロジェクト 

幕末明治期の福井の先人や功績を広く紹介する「幕末

明治福井１５０年博」において、由利公正に関係する実物

資料の展示、ゆかりのかまど「三岡へっつい」の再現・披露

等により由利の功績を紹介 

 

様々なメディアが由利公正を取り上げ、全国にその功績を広く紹介 

・NHKEテレ「知恵泉」（H28.2）由利公正 

・「歴史街道」H30.4月号  

由利公正など福井藩が果たした役割を紹介    

・ミネルヴァ日本評伝選「由利公正」の出版   

・由利公正の功績等を紹介する講演会の開催、紹介ＤＶＤを制作し、公共

施設や全小中学校に配布  など 

 

福井が舞台の「大河ドラマ」 

県や市町、観光・商工団体等６８団体から構成する「福

井県大河ドラマ誘致推進協議会」を設立（H27.11）し、

NHK への要望などの誘致活動や、県民の機運醸成に向

けたシンポジウムや講演会等を実施 

 

様々なメディアが福井の戦国や幕末明治の先人を取り上げ、全国に紹介 

・NHK総合「龍馬 最後の３０日」（H29.11）松平春嶽 

・NHK総合「龍馬の遺言」（H29.12）松平春嶽 

・NHK総合「歴史秘話ヒストリア」（H30.9）  

由利公正と橋本左内の明治維新にまつわる秘話を紹介 

・NHKBS「英雄たちの選択」（H30.6）橋本左内、（H30.9）松平春嶽 

・龍馬や西郷の真筆書簡の発見が全国ニュースで取り上げ（H30.9） 

・「旅の手帖」H29.5月号 一乗谷朝倉氏遺跡  など 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

福井の知名度・好

感度の順位 
４５位 ２９位 ４１位 ３９位 ３９位 ３０位台 
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８ 高速交通時代にブランド・観光オンリーワン戦略 

◆「恐竜渓谷１００万人構想」の実現 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○楽しみ学べる恐竜博物館  

・博物館・長尾山・まちなか・鉄道など「恐竜渓谷」の周遊性を高め、博物館入館者１００万人へ  

・実物化石、動く恐竜、ショップ・レストランを充実し、学びと楽しみの「エデュ ティメント博物館」へ  

・アミューズメントの核となる第２恐竜博物館を検討  

・恐竜を用いた小学校から大学までの広汎な環境教育  

○恐竜学研究の世界拠点へ  

・県立大学恐竜学研究所をアジアの「恐竜学共同研究機関」へ  

○恐竜ビジネス新展開  

・フィギュア・ロボットなどの工房・企業など恐竜関連産業の誘致  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

博物館入館者１００万人へ 

首都圏等でのプロモーションや映画「ジュラシック・ワー

ルド」の上映に合わせたＣＭ放映などにより、恐竜博物館

の入館者を増加 

 

恐竜博物館の入館者数 

 ７１万人（H26）  ⇒ ９４万人（H30）  

学びと楽しみの「エデュティメント博物館」へ 

平成２７年度に標本３４点を購入し、順次一般公開する

など展示をレベルアップ 

民間企業と共動した恐竜セミナーの開催や特産品を販

売する「福井ブランドショップ」の開設など、楽しみ学べる博

物館へ充実 

 

アロサウルスやブラキオサウルス等の実物全身骨格を組上げ作業の公開も

含め常設展示 

ベネッセとの共動による子ども向け恐竜セミナーの開催（H30.8） 

ＧＷ等の繁忙期に福井ブランドショップを開設（H28.1～）、勝山市がジオタ

ーミナルをオープン（H30.4） 

 

新たな恐竜博物館を検討 

恐竜博物館の機能強化について、必要性や内容、運営

方法等を調査検討 

 

 

 

第２恐竜博物館（仮称）に関する基本構想の取りまとめ（Ｈ29.3） 

県議会での議論を踏まえ、整備の必要性や内容、運営方法等について調

査・検討（Ｈ30.2～） 

 

恐竜を用いた小学校から大学までの広汎な環境教育 

恐竜博物館において、学校からの依頼に応じて学校や

博物館で行う「恐竜授業」や、参加者を募集し博物館内で

行う「恐竜セミナー」を実施 

県独自の教材を小中学校の授業で活用し、本県で全国

最多種の恐竜が産出され、恐竜時代の環境が明らかにさ

れていることを学習 

県立大学での講義に加え、大学連携センターでの共通

講義において、恐竜学関連講座を開講 

 

 

恐竜授業・恐竜セミナーの開催数および参加者 

恐竜授業    約１１５回 約５，５００人（H27～30累計） 

恐竜セミナー  約７２回 約２，７００人（H27～30累計） 

 

 

 

恐竜学研究の世界拠点へ 

中国など国内外の研究機関等との連携により、県立大

学恐竜学研究所において新たな共同研究や恐竜学分野

の人材育成を促進 

県立大学の大学院生物資源学研究科生物資源学専攻

に恐竜等を学ぶ古生物学分野を追加（H30～） 

 

 

アジアの研究機関との共同による恐竜化石の発掘調査 

共同実施機関：中国科学院古脊椎動物・古人類研究所等 

調査地域：中国内モンゴル自治区 

調査期間：Ｈ29～Ｈ33 

県立大学大学院生物資源学研究科生物資源学専攻 

古生物分野在籍者 （H30） 3名（修士 1年生） 

 

恐竜ビジネス新展開 

恐竜関連企業の誘致に向けた訪問活動を実施 

大企業とのコラボにより、ジュラチックを活用した全国流

通商品の開発・販売を促進 

ヤマト運輸…宅配便用ボックスの製作 

フレーベル館…絵本の出版 

カバヤ食品…商品造成 

 

 

 

京都府から恐竜レプリカ製造企業を誘致し、福井県に本社を移転（Ｈ27） 

ジュラチックを活用した商品数  

１４９商品 ３６２アイテム（H27～30累計） 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

恐竜博物館入館者

数 
７０．９万人 ９３万人 ９０万人 ８０万人 ９４万人 １００万人 
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８ 高速交通時代にブランド・観光オンリーワン戦略 

◆観光フロンティア・福井 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○観光客１３００万人  

・関西から中国・四国へ、中京から東海へ、信越から関東へ「観光のフロントエリア」を拡大  

・北陸ディスティネーションキャンペーン。「北陸・東海道の新幹線周遊ツアー」 プロジェクト  

・小松空港ビル・航空会社とタイアップし福井を発信。小松・金沢と直結の「２次新ルートと交通」の充実  

・アジア観光大使を新設。外国人観光客向けの「福井周遊ルート」を売り込み  

○１００万人観光地  

・ハード・ソフトの魅力をみがき１００万人観光地を創出、東尋坊・あわら温泉、一乗谷、永平寺、大野街なか、越前海岸、敦賀みなと、 

三方五湖・若狭史跡群など  

・市町を応援し、新観光の町並みに重点投資  

○嶺南観光の新推進体制  

・若狭湾観光の一層の強化  

・若狭の海を民宿・海釣り・スポーツなど総合レジャーの拠点エリアに  

○観光人材の育成  

・観光科目を県立高校・大学に開講、専門教材・授業で観光ビジネス資格取得  

○観光ビッグデータの戦略的活用  

・市ごと町ごとの観光データをくわしく収集・分析、県版観光データベース化  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「観光のフロントエリア」拡大と北陸ﾃﾞｨｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 

ＪＲ上野駅等での観光ＰＲ、世界最大級の旅の祭典「ツ

ーリズムＥＸＰＯジャパン」出展など、首都圏、長野等北陸

新幹線沿線において集中プロモーションを実施 

北陸３県とＪＲグループの共動により、北陸デスティネー

ションキャンペーン（H27）、アフターＤＣ（H28）、年間を通

じたキャンペーン（Ｈ29～）を開催 

 

 

観光客入込数 

１，１３２万人（Ｈ26） ⇒ １，３８０万人（Ｈ30見込み） 

小松空港ビル・航空会社とタイアップし福井を発信 

小松空港内にアンテナショップを開店し（H27.8）、本県

の産品や観光地をＰＲ 

機内誌に特集記事掲載、機内食での県産食材使用な

ど航空会社とタイアップし、本県の魅力を発信 

 

 

航空会社とタイアップしたＰＲキャンペーンの実施 

３回（H27、H28、H30） 

 

外国人観光客向けの「福井周遊ルート」の売り込み 

「ＺＥＮ」ブランドの活用や、近隣県との連携による広域

観光ルートの設定（「昇龍道」（中部９県等）、「美の伝説」

（近畿２府８県等））により、海外メディアの取材支援や旅行

会社への売り込みを実施 

台湾に観光営業窓口を設置し、継続的な営業や県内事

業者の活動を支援 

 

 

外国人宿泊者数 

３１，０００人（H26） ⇒ ７９，３００人（Ｈ30 速報値） 

 

 

 

１００万人観光地の創出 

「観光まちなみ魅力アップ事業」や「周遊・滞在型観

光事業」により、各市町のハード・ソフト事業を支援するな

ど、各地域において核となる観光地の魅力を向上 

 

 

１００万人観光地の数 

  １か所（Ｈ26） ⇒ ３か所（Ｈ30見込み） 

若狭湾観光の一層の強化 

「海湖と歴史の若狭路」の広域観光圏を確立するため、

嶺南振興局庁舎内への若狭湾観光連盟事務所の移転

等、嶺南の観光推進体制を強化 

「海湖と歴史の若狭路」キャンぺーンや京都府、滋賀県

と連携した高速道路企画割引などの実施 

 

 

嶺南地域主要観光地入込客数 

３３３万人（H26） ⇒ ４０５万人（H30見込み） 
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若狭の海を総合レジャーの拠点エリアに 

北陸三県、ＪＲ、北経連と連携し、北陸新幹線を活用した

修学旅行の誘致を進める「北陸三県修学旅行誘致推進プ

ロジェクト」を立ち上げ（Ｈ27） 

民宿の教育旅行受入促進のためのセミナー開催（Ｈ29） 

漁船クルーズやタコかご等の漁業体験メニューの新設、

マハタやトラウトサーモンのコース料理を県内外に PR。漁

家民宿のリフォームを支援 

 

 

漁家民宿利用者数 

  ４１．８万人(H26) ⇒ ４８．９万人（H30） 

さとうみの宿の売上額 

３６億円(H26) ⇒ ４０．１億円（H30） 

 

観光人材の育成 

商業系高校全６校に観光に関する学校設定科目を設置

し、地域の魅力を発信する授業やフィールドワークを通じ

た観光情報誌等の作成を実施（Ｈ28～） 

福井県立大学において、観光についての公開講座を開

講（H29～） 

観光の現場で役に立つ知識や考え方を習得するための

実践的な講義を実施する「福井県観光アカデミー」を開

講、地域における観光の中核となる人材を育成（Ｈ27～） 

 

奥越明成高校が全国観光甲子園で銀賞獲得（H27～29） 

観光連盟や外部専門家、観光営業部職員による授業 

－回(H26) ⇒ ２８回(H30) 

県立大学における観光についての公開講座受講者数 

 全１１回 のべ５９１人（Ｈ29～30累計） 

観光アカデミー受講者数 

１２４人 （H27～H30累計） 

 

 

観光ビッグデータの戦略的活用 

国、民間等の調査結果の収集のほか、県独自に首都圏

の出向宣伝における認知度調査、県内の宿泊施設に対す

るアンケート調査等を実施 

 

 

福井県の観光統計、観光庁宿泊旅行統計調査、じゃらん宿泊旅行調査

などを利用して、複合的に福井県の現状を分析し観光施策に活用 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

観光客入込数 １，１３２万人 １，２７０万人 １，３４７万人 １，３０４万人 
１，３８０万人 

（見込み） 
１，２７５万人 

観光消費額 ８７６億円 ９３７億円 ９６７億円 ９７７億円 
１，０００億円 

（見込み） 
１，１５０億円 

外国人宿泊者数 ３１，０００人 ５６，０００人 ５４，４００人 ６１，０００人 
   ７９，３００人 

（速報値） 
８０，０００人 

消費税免税店数 ８店 
３４店 

（累計４２店） 

１７店 

（累計５９店） 

１１店 

（累計７０店） 

１５店 

（累計８５店） 
累計５０店 

１００万人観光地の

数 
１か所 ４か所 ３か所 ２か所 

３か所 

（見込み） 
５か所 

嶺南地域主要観光

地入込客数 
３３３万人 ３７２万人 ４２２万人 ３９９万人 

４０５万人 

（見込み） 
３７０万人 
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９ 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 

 

元気な県土 

９ 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 

◆新幹線敦賀開業・中部縦貫道全通プロジェクト 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○開業・開通効果を県下全域に  

・開業アクションプランを策定。まちづくり・産業・観光など官民一体の体制を整え、８年後の敦賀までの開業などに向けたプロジェクトに 

着手  

○「県都デザイン」プロジェクトを加速  

・福井城周辺を歴史ゾーンとして、福井市とともに整備促進（中央公園・山里口御門）。九十九橋北詰の照手門・高札場など歴史新拠点 

の整備具体化  

・まちなか観光ルートを福井市とともに新たに整備  

○新幹線沿線のまちづくり  

・新幹線駅となる各市のまちづくりに参加・協力。南越駅は丹南エリア全体の新駅へ  

○奥越を自然環境の体験学習エリアに  

・雄大な自然をいかし、六呂師高原をスポーツ・体験観光の拠点へ  

○市町とともに新産業エリア  

・中部縦貫道延伸にあわせ奥越の新産業団地を沿線市町と選定  

○福井の自然を生かした大景観プロジェクト  

・新幹線・高速道時代にそなえ、沿線に花木植樹など里山里海湖の大景観 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

開業アクションプランを策定 

高速交通開通に向けたまちづくりや観光地の形成、

産業基盤づくりなど、交流人口拡大を目指す「高速交

通開通アクション・プログラム」を平成２８年３月に

策定 

毎年度、新たな施策等を別冊プロジェクト集に追加 

北陸新幹線全線開業に向けて若狭湾エリアが目指す

姿や施策の方向性を、平成３０年３月に「高速交通開

通アクション・プログラム」に追加 

 

 

「高速交通開通アクション・プログラム」に掲げたプロジェクトを着

実に実行 

・サンドーム福井へのデザインセンター移転（H28.11） 

・福の井（H29.3）や山里口御門（H30.3）の整備 

・越前古窯博物館の開館（H29.10） 

・年縞博物館の開館（H30.9）  等 

福井城周辺を歴史ゾーンとして整備 

「県都デザイン戦略」に基づき、山里口御門の復元や中

央公園の再整備などを実施 

 

 

福井駅西口屋根付き広場の完成（H28.3） 

「福の井」の再整備の完了（H29.3） 

山里口御門の復元整備の完了（H30.3） 

中央公園の再整備の完了（H30.8） 

 

まちなか観光ルートを福井市とともに新たに整備 

グリフィス記念館の整備を支援（H27.10）するとともに、福

井市において、「歴史」「食」等をテーマとしたまち歩きツア

ーを開催し、まちなか観光を促進 

 

グリフィス記念館の来館者数 

５７，８７２人（H27～H30累計） 

まち歩きツアー開催数・参加人数 

４７回・３７６人 （H27～H30累計） 

 

新幹線駅となる各市のまちづくりに参加・協力 

芦原温泉駅、南越駅（仮称）、敦賀駅の周辺整備計画の

策定が進むよう助言 

 駅周辺整備に対して支援を行い、整備を促進 

 

 

越前市が南越駅周辺整備基本計画を策定（H27.12） 

敦賀市が新幹線駅前広場を都市計画決定（H29.3） 

あわら市が芦原温泉駅周辺まちづくりプランを策定（H30.7） 

駅周辺整備に対して支援を行う補助制度を創設（H28.9） 

駅周辺整備に対して支援（H29～） 
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六呂師高原をスポーツ・体験観光の拠点へ 

平成２８年１２月にオープンしたスキーエリア、そりエリア

に加え、夏でもスキー体験ができる人工ゲレンデを平成３０

年４月に整備 

 

 

六呂師高原入込客数 

１１６，０００人（H26） ⇒ １８６，０００人（H30） 

奥越の新産業団地を沿線市町と選定 

市町と協議し、産業団地の整備に向けた候補地を選定 

 

 

 

（仮称）大野市産業団地（大野市七板地区） 

平成３２年度に分譲開始予定 

 

福井の自然を生かした大景観プロジェクト 

福井らしい景観資源が集積し、優先的に景観施策を実

施すべき６つの景観軸を設定（H29.3） 

各景観軸において市町が進める視点場整備などの事業

を支援 

越前海岸の水仙畑について、重要文化的景観の選定

に向けた事前調査を実施 

 

 

北陸新幹線沿線景観軸 

・開業に向け、新幹線の眺望スポットの選定を市町と継続（H28～H30） 

旧北陸道景観軸 

・構成市町が、視点場整備などの事業計画を策定(H30) 

九頭竜文化景観軸 

・構成市町が、視点場整備や植樹・植栽などの事業計画を策定（H29） 

・事業計画に基づく事業を支援（H30） 

越前ものづくりの里景観軸 

・構成市町が、視点場整備などの事業計画を策定（H30） 

若狭里山里海湖景観軸 

・構成市町が、視点場整備や植樹・植栽などの事業計画を策定（H29） 

・事業計画に基づく事業を支援（H30） 

越前海岸景観軸 

・越前海岸の水仙畑について、重要文化的景観の選定に向けた事前調

査を実施（H28） 

・福井市、越前町、南越前町と共同で保存調査を行い、調査報告書を作

成（H29、H30） 

・構成市町が、視点場整備などの事業計画を策定(H30) 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

六呂師高原入込客

数 
１１６，０００人 １６１，０００人 １３４，０００人 １７６，０００人 １８６，０００人 １７３，０００人 
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９ 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 

 

◆高速交通ネットワークの完結促進 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○北陸新幹線の整備促進  

・敦賀までの開業の早期実現に向けて用地取得に全力、市町とともに体制強化  

・若狭ルートによる大阪までのフル規格整備  

・並行在来線は先行県を参考に、市町とともに基本方針  

○中部縦貫自動車道の整備促進  

・平成２８年度内に大野まで延伸、さらに大野・油坂間の早期整備を実現  

○若狭さとうみハイウェイの機能強化  

・敦賀南・三方ＰＡのスマートインターチェンジ、４車線化の要請  

○琵琶湖若狭湾快速鉄道  

・新幹線の延伸や生活・観光面の拡大を踏まえ、地元市町とともに引き続き検討  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

敦賀開業に向けて用地取得に全力 

福井、坂井、丹南、敦賀に新たに用地事務所を設置し、

用地職員を２９人から最大５８人に増員することにより組織

強化を実施 

 

 

平成３１年３月末 用地取得面積１０３．１ha、用地取得率約９９．９％ 

※未契約者については、収用手続きにより取得予定 

 

若狭ルートによる大阪までのフル規格整備 

政府・与党に対し、若狭ルートの決定を繰り返し要請 

沿線府県や経済界に対し、若狭ルートの意義や優位性

を説明 

若狭ルートが決定し、大阪までの早期全線整備に向け

た建設財源の検討を早期に開始し見通しをつけるよう、関

西とも連携を強め、政府・与党に要請 

平成２７年８月   与党敦賀・大阪間整備検討委員会によるルートの議論

スタート 

平成２８年３月   与党検討委員会が、小浜京都ルート、舞鶴ルート、 

米原ルートの３案に絞り込み 

平成２８年１２月  与党ＰＴが、小浜京都ルートを正式に決定 

平成２９年３月   与党ＰＴが、大阪までの全ルートを正式に決定 

平成２９年５月   関西経済連合会、関西広域連合が北陸同盟会の要請

活動にこの回から正式に参加し、建設財源を確保し、早

期に全線開業させるよう政府・与党に要請 

平成２９年１２月  関西主体の「北陸新幹線（敦賀・大阪間）建設促進決起

大会」開催 

平成３０年１１月  関西主体の「北陸新幹線（敦賀・大阪間）建設促進大会」

開催 

平成３０年１２月   自民党北陸新幹線整備ＰＴによる建設財源の議論が 

スタート 

並行在来線は先行県を参考に、市町とともに基本方針 

北陸線（石川県境・敦賀間）の旅客流動や先行県の３セ

クの利用状況、利便性確保策等を調査し、 「経営・運行

に関する基本方針」を決定 

 

平成２８年３月   北陸線（石川県境・敦賀間）の旅客流動の把握 

平成２９年３月   ３セク開業後の利用者状況の把握 

平成３０年３月   ３セク開業後の収支状況の把握 

平成３０年８月   「経営・運行に関する基本方針」決定 

 

中部縦貫自動車道の整備促進 

（永平寺大野道路） 

早期全線開通を国に要請 

（大野油坂道路） 

大野～油坂間の用地取得実施 

北陸新幹線敦賀開業に合わせた２０２２年度末（平成３４

年度末）までの全線開通を国に強く要請 

 

 

（永平寺大野道路） 

平成２９年７月 永平寺大野道路全線開通 

（大野油坂道路） 

平成２８年５月 大野東～和泉間用地取得完了 

平成２９年９月 和泉～油坂間工事着手 

平成３０年４月 大野～大野東間用地取得着手 

平成３１年３月 和泉～油坂間用地取得完了 

若狭さとうみハイウェイの機能強化 

敦賀南スマート IC、三方五湖スマート IC の早期整備や

４車線化について国と高速道路株式会社に要請 

 

 

平成２９年３月 敦賀南スマートＩＣ開通 

平成３０年３月 三方五湖スマートＩＣ開通 

平成３１年３月 舞鶴東～小浜西間のうち、２区間（計１２㎞）が付加車線の 

設置箇所に選定 

小浜ＩＣ－敦賀ＪＣＴ間（Ｈ26.7開通）の１日当たり平均交通量 

約６，５００台（H27:開通後 1年目）⇒約７，１００台（H30：開通後 4年目） 
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琵琶湖若狭湾快速鉄道 

嶺南地域鉄道事業化検討協議会の開催、鉄道建設の

基金積立て、滋賀県との意見交換等を実施 

北陸新幹線の敦賀以西ルートが、若狭（小浜・京都）ル

ートに決定し、最大の目的である関西との時間短縮につい

て実現の目途が立ったため、平成２９年２月に鉄道建設運

動の中止を決定 

 

 

平成２９年２月 鉄道建設運動を中止することを決定 

          （鉄道建設の基金積み立てを取り止め） 
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９ 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 

 

◆道路・港湾の重点整備と利用促進 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○主要道路・県境道路の整備  

・交流と連携の強化、県民の安全・安心など、優先度をつけて計画的に整備  

○敦賀港・福井港の機能強化と貿易拡大  

・鞠山南国際ターミナルの第２期工事を促進、新幹線工事などの発生残土を利用  

・福井港北防砂堤を整備、九頭竜川からの流入土砂対策を推進  

・輸出・輸入貨物のトータル取扱量を「営業と助成の両面作戦」により増加 

主な政策の実施状況 主な成果等 

主要道路・県境道路の整備  

高速交通体系に関連する基幹的な道路を最優先に、県

民の安全と利便性、地元や市町の協力体制なども考慮し、

計画的に整備  

 

 

主要道路の整備箇所数 

１５箇所(H27～H30累計) 

 

27年 9 月 国道 365号（越前町舟場～八田） 

28年 9 月 国道 157号 大野バイパス（大野市中保～吉） 

11 月 勝山インター線（勝山市鹿谷町～荒土町） 

12 月 国道 364号 永平寺インター道路（永平寺町谷口） 

29年 3 月 三国東尋坊粟原線（坂井市三国町崎～梶） 

7 月 中部縦貫自動車道（永平寺大野道路） 

11 月 福井鯖江線（越前市家久町～鯖江市舟津町） 

 石田家久停車場線（越前市家久町） 

30年 4 月 芦原丸岡線（あわら市田中々～重義） 

8 月 武生米ノ線（越前市小野町～勝蓮花町） 

9月 国道 8号 福井バイパス（あわら市笹岡～坂井市丸岡町玄女） 

        国道 416号 大日峠道路（勝山市横倉～県境） 

        国道 476号 持越バイパス（池田町持越） 

        国道 476号 西部アクセス道路（大野市城町～犬山） 

        丸岡川西線 布施田橋（坂井市春江町布施田新～ 

福井市布施田町） 

 

敦賀港・福井港の機能強化 

（敦賀港） 

国の岸壁整備に合わせ、新幹線工事などの発生残土を

利用したふ頭用地の埋め立て工事を実施 

 

（福井港） 

福井港北防砂堤の延伸工事を実施 

 

 

29年度 国の岸壁整備事業採択 

30年度 埋め立て工事における土砂投入量 累計約 45万 m3 

 

 

30年度 防砂堤整備延長 累計 90ｍ 
 

輸出・輸入取扱貨物量を増加 

（敦賀港） 

県・敦賀市・敦賀港国際ターミナル㈱が共動で、敦賀港

の利用メリットを最大限ＰＲした「営業と助成の両面作戦」に

より、取扱貨物量を増大 

 

（福井港） 

テクノポート福井立地企業などの県内荷主に対し広い埠

頭用地での荷捌きなどを働きかけ、福井港の取扱貨物量

（石油製品・重油を除く）を増大 

 

 

 

 

 

 

敦賀港外貿コンテナ取扱貨物量（暦年） 

２５，０１７TEU（H26） ⇒ ２７，７１１TEU（H30） 

 

 

 

福井港の取扱貨物量（石油製品・重油を除く）（暦年） 

６４．５万トン（H26） ⇒ ８９．２万トン（H30） 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

主要道路等の整備

箇所数 

４年累計 

２４箇所 
１箇所 

４箇所 

（累計５箇所） 

４箇所 

（累計８箇所） 

７箇所 

（累計１５箇所） 

４年累計 

１３箇所 

敦賀港外貿コンテ

ナ取扱貨物量（暦

年） 

２５，０１７TEU ２９，４００TEU ３０，６１８TEU ２８，３５１TEU ２７，７１１TEU ３５，０００TEU 

福井港の取扱貨物

量（石油製品・重油

を除く）（暦年） 

６４．５万トン ６０．５万トン ６５．２万トン ７１．３万トン ８９．２万トン ７０万トン 

クルーズ客船の寄

港決定回数 
３回 ５回 ６回 ５回 １０回 １０回 
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９ 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 

 

◆電車・バス・自転車の利活用拡大 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○福鉄・えち鉄の高機能化  

・福井鉄道の駅前線延伸・短絡線整備、えちぜん鉄道の高架化を進め、乗継ぎ改善  

○「利活用促進プラン」で電車・バスの利用拡大  

・鉄道駅と公共施設・病院などをバスでつなぐ循環交通モデルを国体時に実験運用  

○自転車専用道路の計画的整備・延伸  

主な政策の実施状況 主な成果等 

福鉄・えち鉄の高機能化 

平成２８年３月に福井鉄道駅前線延伸および福井鉄道・

えちぜん鉄道の相互乗り入れを開始 

福井鉄道短絡線整備の調査測量、実施設計を実施 

えちぜん鉄道の高架化については、国体・障スポまでの

完成を目指し整備を推進し、平成３０年６月に完成 

 

 

相互乗り入れによる乗客増  

－（Ｈ26） ⇒ １００，０００人（Ｈ30見込み） 

「利活用促進プラン」で電車・バスの利用拡大 

鉄道駅と公共施設・病院などをバスでつなぐとともに、病

院や商業施設等の乗継拠点までを高頻度化し、そこから

広がるフィーダー路線の充実を促進 

交通ネットワークの強化を図るために、市町の網形成計

画策定等を支援 

 

 

公共交通機関利用者数 

１，１３６万人（H26） ⇒ １，１６５万人（H30 見込み） 

 

自転車の利用拡大 

既存の自転車道や観光道路に路面標示を行い、サイク

リングコースのネットワーク化を推進 

福井バイコロジスト宣言者を対象に早朝サイクリングや

意見交換会等を実施。イベント出展時に通勤に快適な自

転車とルートの紹介や自転車無料点検会を開催 

 

 

路面標示を行うサイクリングコース延長  

１５８km(H26) ⇒ ２８２km(H30) 

福井バイコロジスト宣言者 １，５８２名（Ｈ30） 

イベント出展による自転車とルートの紹介 ３０回（H27～H30累計） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

公共交通機関利用

者数 
１，１３６万人 １，１４３万人 １，１４８万人 １，１５４万人 

１，１６５万人 

（見込み） 
１，１３２万人 

路面標示を行うサ

イクリングコース延

長 

累計１５８ｋｍ 
３１km 

（累計１８９km） 

２１ｋm 

（累計２１０ｋｍ） 

５２km 

（累計２６２km） 

２０km 

（累計２８２km） 
累計２５８ｋｍ 
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１０ 原子力・エネルギーの確かな将来展望と地域振興 

 

１０ 原子力・エネルギーの確かな将来展望と地域振興 

◆「安全最優先」の原子力行政 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○責任ある原子力・エネルギー政策の実行を国に対し要請  

・原子力の安全確保と自立的・持続的な地域の発展を実現するため、エネルギー・ ミックスなど、国の責任ある原子力・エネルギー 

政策の実行を要請  

○再稼働への慎重な対応  

・再稼働については、原子力の重要性と必要性を、国が国民にしっかりと説明・説得することが大前提  

・県は、プラントの安全性をハード（施設・設備）、ソフト（運転管理）の両面から 厳正に確認するなど、慎重に対応  

○高速増殖原型炉「もんじゅ」への対応  

・「もんじゅ」の使命と研究の工程を、国が国民に明確に示すよう求める  

・組織・人員体制など、「もんじゅ」改革の進捗状況を厳正に確認  

○４０年超運転と廃炉対策  

・４０年超運転については、県民理解が第一。県原子力安全専門委員会の審議などにより、安全性を厳正に確認・監視  

・県内企業と電力会社、プラントメーカー、大学などのユニットによる廃炉技術の開発・ビジネスの振興  

・時間のかかる廃炉は運転と一連・一体と考え、長期の安全対策と立地地域の振興を担保する法的措置を国に提案  

・使用済燃料の中間貯蔵施設の県外立地を国・事業者に強く求める  

○原子力防災対策の充実・強化  

・県・国・電力事業者連携による原子力災害制圧道路の早期完成  

・国・事業者・市町とともに、ＰＡＺ（発電所５ｋｍ圏内）およびＵＰＺ（発電所 ５～３０ｋｍ圏内）地域の防災対策を継続強化  

・自衛隊などの実動部隊・展開基盤の強化を国に要請。関係機関との連携を密に、 原子力総合防災訓練を強化  

・全国唯一の原子力災害レスキュー拠点を、電気事業連合会と連携して美浜に整備  

○原発立地地域の振興策  

・原子力政策については立地地域の理解と納得を基本とし、県民合意の得られる振興策強化を国に強く働きかけ  

・電源交付金・補助金などについて、廃炉完了までを対象とすることを国に要請 

 

 

主な政策の実施状況  

責任ある原子力・エネルギー政策の実行を国に要請 

エネルギーミックスについて、実行可能でバランスの取

れた電源構成を速やかに決定するよう要請 

国の「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会」や

「原子力小委員会」に西川知事が委員として参加 

原子力の様々な課題について、国が全体性を持って明

確な方向性を示し、責任ある政策を着実に実行するよう要

請 

 

平成２７年１２月、安倍総理大臣が、原子力防災会議において、我が国の

原子力全般の将来に関し、原子力の様々な課題について政府として責任

を持って取り組むとの考え方を表明 

平成２７年７月、経済産業省が「長期エネルギー需給見通し」において、 

２０３０年度の原子力比率を２０～２２％程度とする電源構成を決定 

平成３０年７月、政府が「第５次エネルギー基本計画」を閣議決定し、引き

続き原子力を「重要なベースロード電源」と位置付け、「２０３０年のエネルギ

ーミックスにおける電源構成比率の実現を目指し、必要な対応を着実に進

める」と明記 

 

再稼働への慎重な対応 

原子力発電の重要性・必要性について、政府が従来以

上に前面に立って、世代や地域性に応じて広報手法を工

夫し、国民理解を深めるよう要請 

再稼働について県原子力安全専門委員会の審議等に

より厳正に確認し慎重に対応 

新規制基準に基づき原発の安全を遅滞なく効率的に確

認し、国民の不安をなくすよう要請 

現場を重視した実効性ある安全体制の確立、現地の組

織・人員体制の充実強化を要請 

 

 

経済産業大臣が、原子力に関する理解活動に終わりはなく、科学的な根

拠に基づき、気候変動対応など原子力の位置付けや役割などについて、

粘り強く情報提供を行っていくとの考え方を表明 

国は、全国各地で原子力に関するシンポジウムや説明会を開催するほ

か、資源エネルギー庁ＨＰにエネルギー・原子力に関する情報サイトを開設 

原子力規制委員会が、平成２７年１０月に高浜３、４号機、平成２９年８～９

月に大飯３、４号機の工事計画・保安規定変更を認可 

県原子力安全専門委員会から安全対策に係る報告を受け、西川知事が

現場を確認（Ｈ２８．２月～高浜３号機、Ｈ２９．６月～高浜４号機、 

Ｈ３０．４月～大飯３号機、Ｈ３０．６月～大飯４号機が営業運転開始） 

平成２７年６月、関西電力が、美浜町の原子力事業本部内に「原子力調

達センター」や「原子力土木建築センター」を設置、安全管理体制を強化 
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「もんじゅ」への対応 

研究開発の成果が十分あげられるよう、新たに関係閣僚

による政府の責任体制を整備するよう要請 

もんじゅ関連協議会において、今後の高速炉開発にお

ける「もんじゅ」の位置付けや活用方針の明確化、長期的

に安全な保守管理体制の整備を要請 

政府一体となった指導・監督を行うとともに、現地の規制

体制の強化により、地元の安全・安心を確保するよう要請 

原子力機構に対し、現場の安全管理体制を強化すると

ともに、情報を迅速に公開するよう要請 

 

 

国が「もんじゅ」について廃炉を含めて抜本的な見直しを行う方針を決定

したことを受け、平成２８年１１月、本県の要請に基づき、国が「もんじゅ関連

協議会」を開催（Ｈ２８～Ｈ２９計５回開催） 

国は、平成２８年１２月、原子力関係閣僚会議において、「高速炉開発の

方針」「「もんじゅ」の取扱いに関する政府方針」、「「もんじゅ」廃止措置方針

決定後の立地自治体との関係について」を決定 

「もんじゅ」について廃止措置に移行するとともに、「もんじゅ」を含む周辺

地域を高速炉研究開発の中核的拠点の一つとして位置付け 

平成２９年５月、国は、府省横断的な枠組みである「「もんじゅ」廃止措置

推進チーム」を設置 

「「もんじゅ」廃止措置現地対策チーム」や「「もんじゅ」廃止措置専門家会

合」を設置するとともに、原子力機構の組織に「敦賀廃止措置実証本部」を

設置し体制強化 

平成２９年１２月、「もんじゅ」に係る安全協定を改定するとともに、燃料や

ナトリウムについて安全かつ速やかに県外に搬出することなどを定めた廃炉

協定を締結 

平成３０年２月、国は、廃止措置の状況等を地元に説明する場として、

国・県・敦賀市による「もんじゅ廃止措置に係る連絡協議会」を設置 

 

４０年超運転については、安全性を厳正に確認・監視 

高浜１、２号機、美浜３号機に係る原子力規制委員会の

審査内容について、県原子力安全専門委員会において

厳正に確認（H28～H30） 

 

 

原子力規制委員会が、平成２８年６月に高浜１、２号機、平成２８年１１月

に美浜３号機の運転期間延長を認可 

県原子力安全専門委員会において厳正に確認 

廃炉技術の開発・ビジネスの振興 

県内企業の資格取得支援や展示商談会、情報交換会

の開催、廃炉技術に係る研究開発の促進などにより、廃止

措置工事の県内企業の受注拡大を支援 

 

 

資格取得支援数 ４６社３１４人（H28～H30 累計） 

廃炉関連企業向けの展示商談会（Ｈ29～） 

廃止措置工事に係る元請会社と県内企業との情報交換会（Ｈ28～） 

県内企業と電力事業者との廃炉技術に係る共同研究  

２７件（H28～30累計） 

 

廃炉の安全対策と立地地域の振興 

全国で初めて、廃炉に関する新たな協定を締結 

 

 

 

 

平成２８年２月、美浜発電所と敦賀発電所の安全協定を改定するととも

に、放射性廃棄物の発生量低減や汚染除去、廃液・粉塵等による公害防

止、地元企業の発展や地元雇用の促進などの地域振興に対処するため、

全国で初めてとなる廃炉協定を締結 

平成３０年１１月、大飯発電所の安全協定を改定し、廃炉協定を締結 

 

使用済燃料の中間貯蔵施設の県外立地を要請 

使用済燃料の中間貯蔵施設の県外立地について、国

の積極的関与、事業者の着実な実施を要請 

 

平成２７年１０月、国が「使用済燃料アクションプラン」を策定し、これを受

け、事業者は１１月に「使用済燃料対策推進計画」を策定 

国は、政府と事業者で構成する「使用済燃料対策推進協議会」において

事業者の計画を進行管理する体制を整備 

 

原子力災害制圧道路の早期完成 

原子力発電所事故発生時における迅速な初動・事故制

圧等に資する災害制圧道路の整備を推進  

 

平成２９年度 舞鶴野原港高浜線のトンネル工事に着手 

赤礁崎公園線のトンネルの掘削工事が完了 

平成３０年度 竹波立石縄間線（敦賀市立石～敦賀原発）を供用 

音海中津海線（高浜町音海～小黒飯）を供用 

佐田竹波敦賀線（美浜町佐田～菅浜）を供用 

 

原子力防災対策の充実・強化 

 県域を越える避難対策について、国の地域原子力防災

協議会の作業部会において検討し、広域避難計画を策定 

 原子力防災における住民避難対策として、資機材や放

射線防護施設等の整備を促進 

 
広域避難計画の策定 
 平成２７年１２月 高浜地域の広域避難計画策定（Ｈ29.10改定） 
 平成２９年１０月 大飯地域の広域避難計画策定 
 
市町に対し、避難住民受入などに必要な資機材等の整備に対し支援 
放射線防護施設 
 ２０か所（Ｈ26） ⇒ ３６か所（Ｈ30） 
半島部ヘリポート 
 ４か所（Ｈ26） ⇒ ９か所（Ｈ30） 
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自衛隊などの実動部隊・展開基盤の強化を国に要請 

嶺南地域への自衛隊配備、展開基盤の強化について、

防衛大臣をはじめとした関係者への要請を実施 

 

 

防衛省において、自衛隊の展開のための調査費用を計上し、調査を実施 

原子力総合防災訓練を強化 

原子力発電所での万一の事故等を想定し、防災活動な

ど緊急対応に備えた国、市町、防災関係機関等との訓練

を実施 

 

 

 

平成２７年度  

高浜発電所を対象に、最初動段階の職員参集、安定ヨウ素剤の配

布、スクリーニング・除染、緊急時のモニタリングという４つの重要分野の

個別訓練を実施 

平成２８年度 

高浜・大飯地域において、約５，５００人が参加し、そのうち約９００人の

住民および要支援者が、バスや福祉車両等で県内外の避難先施設まで

移動する訓練を実施 

平成２９年度からは、市町が実施する個別訓練に係るバス経費等を支援 

平成３０年度 

国の主催により、大飯・高浜地域を対象に、過去最大規模の７，４５７

人が参加し、そのうち１，５３４人の住民がヘリや車両等で県内外の避難

先施設まで移動する訓練を実施 

 

全国唯一の原子力災害レスキュー拠点を整備 

電気事業連合会と連携し、世界最高水準となる原子力

緊急支援機関の建設工事を進め、整備が完了した施設か

ら順次運用を開始 

 

平成２７年 ９月 基本計画策定 

平成２８年 ３月 原子力緊急事態支援組織設立 

４月 ヘリポートや屋外訓練フィールドの一部運用を開始 

１２月 本体施設や資機材の整備を完了し、「美浜原子力緊急 

事態支援センター」として本格運用開始  

平成３０年 ８月 美浜原子力緊急事態支援センターから事故制圧資機材・

要員を大飯・高浜両発電所へ搬送する訓練を実施 

 

原発立地地域の振興策 

原子力発電所立地地域の地域振興を進めるため、重

要要望などにより国に働きかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国は、「もんじゅ」の廃止措置に伴う地域振興策として、試験研究炉の調査、

検討に着手したほか、地元の経済・雇用への影響緩和のための電源交付

金増額等を実施（H29～） 

国が敦賀エリアに整備する原子力・エネルギーの中核的研究開発拠点に

おける施策の一つとして「つるが国際シンポジウム」を開催（H30） 

国が、廃炉等に伴う経済・雇用への影響を緩和する交付金・補助金制度を

創設 

原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業交付金 

・再稼働に伴う立地地域への影響を緩和（H27～） 

・廃止措置のあった立地市町の財政への影響を緩和（Ｈ28～） 

エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金（H28～） 

・立地地域等の再生可能エネルギー等を利用した地域産業の振興を

支援 
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１０ 原子力・エネルギーの確かな将来展望と地域振興 

 

◆嶺南をエネルギー産業の拠点へ 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○原子力人材育成の「国際センター」  

・エネルギー研究開発拠点化計画を進展させ、研究開発と産業振興をさらに推進  

・ＩＡＥＡ国際会議を開催。「国際原子力人材育成センター」を中心に、アジアの原子力人材を養成  

・災害・廃炉に対応するロボットの研究開発を産学官により促進  

○科学研究・エネルギー関連の機関・企業を誘致  

・原子力研究のための共同利用施設（研究用原子炉・ホットラボ）の整備を検討  

○ＬＮＧ発電所の誘致と新産業の拠点づくり  

・国・事業者と協力して、ＬＮＧインフラの整備に道筋  

・国の特区制度を活用し、嶺南をエネルギー成長戦略のモデルエリアへ 

  

主な政策の実施状況 主な成果等 

エネルギー研究開発拠点化計画の推進 

県内企業や国内の大学・研究機関等との共同研究によ

り、研究開発の拠点化を推進 

エネルギー研究開発拠点化計画改定ワーキンググルー

プを設置 

 

 

拠点化計画で実施する共同研究数 

 延べ１０２件（Ｈ27～30累計） 

「もんじゅ」の廃止措置に伴い、エネルギー研究開発拠点化計画の見直しに

着手 

アジアの原子力人材を養成 

「国際原子力人材育成センター」を中心にＩＡＥＡ等との

連携による国際会議の開催や研修生の受入等により、原

子力人材育成を推進 

 

 

県内原子力人材育成施設における海外研修生等受入れ数 

１７８人（H26） ⇒ ２０２人（H30）  

災害・廃炉に対応するロボットの研究開発を促進 

 災害対応ロボット技術開発研究会において、ドローンの

開発、利活用および安全対策に関する研究活動を実施 

 

 

災害対応ロボット技術開発研究会への県内企業・大学等の参画数 

 ４２団体（H30） 

ドローンの試作機を開発（Ｈ30） 

 

科学研究・エネルギー関連の機関・企業を誘致 

関西・中京圏へのアクセスや低廉な電気料金等、嶺南

地域の競争力を活かした企業誘致を推進 

 

 

 

国が「もんじゅ」サイトに整備する試験研究炉を、国内外

から学生・研究者などが幅広く利用し、人材育成や研究開

発、産業分野への活用ができるものとするよう国に働きか

け 

 

 

嶺南地域における企業立地数  

  ２４社（H27～30 累計） 

嶺南地域における新たな産業団地の整備 

  敦賀市（H31分譲開始予定）、美浜町（H28分譲開始） 

 

 県の要請を受け、国は、２０２２年度に試験研究炉の詳細設計を開始するス

ケジュールを明示。国に対しては、ニーズや運営体制等の検討に際して、学

生や研究者の利用はもとより産業利用も可能な施設とすること等を働きかけ 

 

ＬＮＧ発電所の誘致と新産業の拠点づくり 

受入基地、火力発電所、パイプライン整備に向けて、国

や事業者が参画するワーキンググループを設置 

嶺南地域における新産業の創出や人材育成を行う新拠

点を「アクアトム」に整備 

 

 

国、事業者と協力して、ＬＮＧ受入基地、火力発電所、パイプラインの事

業化に向けて検討 

原子力関連技術や研究成果を活用し、新産業の創出や人材育成を行う

新産業創出拠点（アクアトム）の運用を開始（H29～） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

海外研修生等の受

入数 
１７８人 １８４人 １９１人 １９７人 ２０２人 ２００人 



 

59 

 

１１ 国体の成功と「スポーツ福井」の実現、文化・芸術を身近に 

元気な県政 

１１ 国体の成功と「スポーツ福井」の実現、文化・芸術を身近に 

◆県民総参加の福井国体 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○式典・宿泊・交通・競技運営など国体・全国障害者スポーツ大会の成功に向け万全  

○競技力を高め「優勝」の実現  

・２５億円（２７～３０年度）の強化費を確保し、選手強化・指導者確保・環境整備  

・仕事と競技を両立する「スポジョブふくい」、２００人超のＵＩターン実現  

・「新県民歌」を広く学校・企業・団体へ普及  

○東京オリンピック事前キャンプなどを市町と協力して誘致 

  

主な政策の実施状況 主な成果等 

国体・全国障害者スポーツ大会の成功に向け万全 

国体と全国障害者スポーツ大会史上初めて、国体と障

スポの２つの大会の融合を推進 

市町、競技団体、障害者団体、各学校関係者、企業・団

体、県民が一丸となって国体・障スポの競技会、開閉会式

などの開催準備を推進 

本県ならではのおもてなしを実施 

 

 

国体・障スポ参加者数 

 国体 ６０５千人、障スポ １００千人 

 

国体・障スポ史上初めて、２つの大会の融合を実現 

(1)いっしょに観戦 

・車いすバスケットボールと車いすテニスを国体会期中に開催           

・国体バスケ会期中に車いすバスケのエキシビションを実施      

・車いすバスケの実況解説等を実施  

・選手団送迎用バスなど 212台を活用し、児童生徒などを送迎                     

・国体と障スポの観戦ガイドブックを合冊して配付                                

(2)いっしょにスポーツ 

・デモスポ 29競技に障害のある人とない人が参加  4,869人               

・開閉会式、国体イベント事業等へ障害のある人とない人が参加               

・市町が実施する融合推進イベントを支援 8市町                     

(3)みんなでサポート 

・車椅子、音声誘導装置等を購入し、大会後に有効活用                      

・障害者が製作した商品の販売促進、障害者による記念品制作            

・障スポ選手の競技環境を充実                           

・ボランティア全員に筆談用手帳を配布する等サポート体制を充実          

・市町における国体競技会場のバリアフリー化を支援 

・県有の競技会場、文化施設等にオストメイト対応設備を整備 

 

市町、競技団体、障害者団体、各学校関係者、企業・団体、県民が一丸と

なって国体・障スポの開催準備を実施 

 (1)競技会の開催 

・プレ大会の結果を活かして、本大会の競技会運営を推進 

・競技会場施設の整備を計画的に進め、本県選手の練習時間も確保 

(2)開閉会式の開催 

・開閉会式では、本県の伝統芸能や文化、自然、恐竜など福井らしさを

盛り込んだ演出を実施 

・選手や監督などのバスによる送迎や配宿などを実施 

 (3)県民運動の推進 

・募金・協賛、会場周辺の清掃、プランターでの花の育成、応援のぼり旗

の作成、都道府県応援団、会場でのボランティアやふるまい、競技会場

での応援等、県民総参加で国体・障スポの開催機運を醸成 

 

本県ならではのおもてなしを実施し、全国から来県する選手・観客などに福

井の魅力をアピール 

・国体・障スポを明治１５０年記念大会として開催することから、「幕末明治

福井１５０年博」を開催 

・福井の新ブランド米「いちほまれ」を開会式当日の弁当、宿泊施設での

食事、競技会場でのふるまいなどで提供 

・会場周辺の美化、会場や主要駅での案内・サービスなどを実施 
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選手強化・指導者確保・環境整備 

福井国体出場候補選手を指定し、定期練習や合宿、県

外遠征等により競技力を強化するとともに、オリンピック選

手等を育てた実績のある指導者を強化練習に派遣、高校

総体や国体に帯同し、接戦に勝ち切る戦術を指導 

 

 

国体総合成績 

１７位（H26） ⇒ 優勝（H30） 

 

 

 

「スポジョブふくい」、２００人超のＵＩターン実現 

県内へのUIターン就職を希望する有力選手と県内企業

とのマッチングを行い、有力選手を確保 

 

 

スポジョブふくい等による有力選手確保数 

５０名（H26） ⇒ ２４４名（H30） 

「新県民歌」を広く学校・企業団体へ普及 

新県民歌の CDの配布や団体等への斉唱の依頼などを

実施 

 

新県民歌の CDを市町や県内全ての小中高校等に配布 

ホームページからのダウンロード配信を実施 

地域や県内団体の行事などでの斉唱を依頼 

国体・障スポの開閉会式で新県民歌を斉唱 

 

東京オリンピック事前キャンプの誘致 

キャンプ誘致推進会議を開催し、情報共有を図るととも

に、誘致活動を支援し、各国へのＰＲ、視察受入を市町と

共同で実施 

 

 

キャンプ受入表明  －市町（H26） ⇒ ９市町（H27～30累計） 

視察受入       －件（H26） ⇒  ４件（H27～30累計） 

キャンプ実施覚書締結 －件（H26） ⇒  ２件（H27～30累計） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

国体総合成績 １７位 ２６位 １８位 ７位 優勝 優勝 

スポジョブふくい等

による有力選手確

保数 

４８人 

（累計５０人） 

６２人 

（累計１１２人） 

７０人 

（累計１８２人） 

６２人 

（累計２４４人） 

－ 

（累計２４４人） 

累計 

２００人 
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１１ 国体の成功と「スポーツ福井」の実現、文化・芸術を身近に 

 

◆スポーツ福井の実現 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○体力日本一をさらに高める「子どもの新スポーツ」を開発・普及 

 ・運動が苦手な子も得意な子も、みんな参加の「スポーツ遊び」 

○子どもから大人まで気軽にスポーツ 

 ・学校部活動の冬場の練習環境を改善。冬季のスポーツ振興 

 ・女性・高齢者が気軽にスポーツを楽しめる「地域スポーツ同好会」活動を応援 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「子どもの新スポーツ」を開発・普及 

小学校にニュースポーツや伝承遊びの指導者を派遣

し、全小学校で放課後や昼休みにスポーツ活動を実施 

全小学校で１日１時間以上体を動かすことを目標にアク

ティブワン活動を推進 

体育の準備運動や休み時間に、柔軟性と体幹の筋力の

向上につながる運動（四股ストレッチ、壁ストレッチ、おしり

相撲等）の実施を推進 

 

 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

中学２年生 男女１位(H26) ⇒ 男女１位(H30) 

小学５年生 男女１位(H26) ⇒ 女子１位、男子２位(H30) 

子どもから大人まで気軽にスポーツ 

気軽に参加できるスポーツイベントを年間通じて全市町

において開催、あわせて国体開催競技の紹介や国体デモ

ンストレーションスポーツの体験会等を実施 

 

 

気軽に参加できるスポーツイベント開催回数 

５回（H26） ⇒ ３４回（H30） 

「地域スポーツ同好会」活動を応援 

企業や団体の研修会、会合、イベント等に講師を派遣

し、健康体操やニュースポーツの体験会を開催 

 

 

企業や団体でのスポーツ体験会開催数 

５回（H26） ⇒ １４回（H30） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

気軽に参加できる

スポーツイベント

開催回数 

５市町 

計５回 

１７市町 

計２５回 

１７市町 

計２９回 

１７市町 

計３２回 

１７市町 

計３４回 

１７市町 

計３４回 
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１１ 国体の成功と「スポーツ福井」の実現、文化・芸術を身近に 

 

◆福井の文化をもっと身近に 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○文学館の新展開 

 ・文学館を拠点に有名作家が指導する「直木賞・芥川賞プロジェクト」 

○子どもの文化・芸術活動 

 ・出張「音楽堂」活動の展開、すべての小中学校で一流の音楽を身近に 

 ・小中高校「弦楽器クラブ」は規模を倍に国体出場。教員ＯＢ・専門家による絵画・美術指導 

○「こども歴史文化館」の充実と入館者アップ 

 ・展示を拡張し見学拡大。インターネットなどを用いて学校授業に直結 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

文学館の新展開 

本県ゆかりの作家に関する企画展や国立公文書館との

初の合同企画展を開催 

若い世代を対象に年間を通じた文章指導を行う「ふくい

文学ゼミ」や本県出身の作家等をゲストに迎えた「文学カフ

ェ」を開催 

 

 

文学ゼミ修了者数 

－人(H26) ⇒ ９７人(H27～30累計) 

「出張音楽堂」など一流の文化・芸術を身近に 

幼児から小学校低学年児童向けのコンサートや県内全

中学校等での出張音楽堂など、子どもの発達段階に合わ

せた芸術鑑賞事業を実施し、一流の芸術文化に触れる機

会を提供 

 

 

出張音楽堂等による一流の芸術・文化を体験する子どもの数 

７５，２０２人（Ｈ26） ⇒ ８０，１９６人（Ｈ30） 

小中高校「弦楽クラブ」の拡大、絵画・美術指導の強化 

弦楽器推進校に講師を派遣し、児童・生徒の基礎的な

演奏技術の習得・向上を促進 

弦楽クラブを設置する学校を増やし、小中高校における

弦楽奏者を育成 

 小学校で墨と越前和紙を活用した授業、中学校・高校で

越前和紙と日本顔料等を活用した授業を実施 

東京藝大院生を高校に派遣し実技指導を実施 

 

 

【弦楽】 

弦楽器推進校 

１０校(H26) ⇒ １６校(H30) 

小中高校における弦楽クラブ等参加者数 

９８名(H26) ⇒ ２２０名(H30) 

【日本画】 

日本画等の研究推進校  

２２校(H26) ⇒ ４１校(H30) 

 

「こども歴史文化館」の充実 

特別展示室を整備し、幕末の先人や先人の生活・風習

にスポットを当てた特別展、関連ワークショップ等を開催。

学習支援システムにて展示物紹介を配信するとともに、小

中学生の遠足等での活用の呼びかけを実施 

 

 

こども歴史文化館入館者数 

５３，２５９人(H26) ⇒ ６６，８３５人(H30) 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

文学ゼミ修了者数 ― ２８人 
２０人 

（累計４８人） 

２４人 

（累計７２人） 

２５人 

（累計９７人） 

４年累計 

５０人 

出張音楽堂等によ

る一流の芸術・文

化を体験する子ど

もの数 

７５,２０２人 ７７，１４３人 ７８，175人 ７９，０８０人 ８０,１９６人 ８０，０００人 

小中高校における

弦楽クラブ等参加

者数 

９８人 １５５人 １７１人 ２１９人 ２２０人 ２００人 
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日本画等の研究推

進校の数 
２２校 ３５校 ３７校 ３９校 ４１校 ４１校 

こども歴史文化館

入館者数 
５３，２５９人 ５４，２９１人 ５５，１８７人 ５７，６５０人 ６６，８３５人 ６０，０００人 
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１１ 国体の成功と「スポーツ福井」の実現、文化・芸術を身近に 

 

◆日本のふるさと・ピースフル（Peaceful）福井 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○日本最大の戦国城下町「一乗谷ミュージアム」 

 ・福井市と県の役割分担を見直し、エリア全体の魅力向上をスピードアップ 

 ・遺跡を中世研究の全国拠点へ、朝倉氏遺跡博物館を整備 

○福井の遺産を日本・世界遺産へ 

 ・越前和紙産地の継承活動を応援し、ユネスコ無形文化遺産へ追加登録 

 ・一乗谷・永平寺・平泉寺・吉崎など福井が誇る中世遺跡をまとめて日本遺産へ、世界文化遺産へ登録努力 

 ・「海と都をつなぐ若狭の往来文化遺産群」（鯖街道）を日本遺産へ 

○国宝・重文の指定迅速化 

 ・街道・港運・信仰・伝統工芸などテーマと対象を決め、文化財指定を迅速化（中村家住宅、永平寺伽藍、若狭武田氏館、奥の細道名

所、西福寺文書など） 

 ・熊川宿・小浜西組など重要伝統的建造物群保存地区の整備、今庄宿・三国湊・大野城下などを新選定へ  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

日本最大の戦国城下町「一乗谷ミュージアム」 

現在の資料館の西側隣地に新設する「展示・ガイダ

ンス棟」と現在の資料館および隣接する埋蔵文化財調

査センターの施設を活用する「調査・研究、収蔵棟」

との２棟で構成する新たな「一乗谷朝倉氏遺跡博物館

（仮称）」を整備 

  戦国時代の生活再現など、福井市とともに当時を体感

できる参加型のイベントを実施 

 

 

（H27） 博物館整備基本計画策定 

（H28） 博物館「展示・ガイダンス棟」展示基本設計作成 

（H29） 博物館「展示・ガイダンス棟」建築基本設計、展示実施設計作成 

（H30） 博物館「展示・ガイダンス棟」建築実施設計、展示実施設計作成 

 

 

 

越前和紙産地をユネスコ無形文化遺産へ追加登録 

越前和紙産地の継承活動を応援し、ユネスコ無形文

化遺産へ追加登録を行うよう、文化庁へ要請。市町に

対して、他の和紙産地と連携を図るよう要請 

 

 

平成２９年に「越前鳥の子紙」が国の重要無形文化財の指定を受け、ユ

ネスコ無形文化遺産への早期追加登録を産地組合等とともに国へ継続要

望 

日本遺産への認定推進 

鯖街道の日本遺産認定（Ｈ27）に伴い、小浜市、若狭

町等とともにシンポジウムを開催するなど魅力を発信 

一乗谷朝倉氏遺跡、白山平泉寺、大本山永平寺など

中世の歴史遺産をはじめ、伝統工芸など本県に集積す

る魅力ある文化財群の「日本遺産」認定を国に働きか

け 

 

 

（Ｈ27）「海と都をつなぐ若狭の往来文化遺産群 ―御食国若狭と鯖街道

―」（福井県、小浜市、若狭町）認定 

（H29）「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間 ～北前船寄港地・ 

船主集落～」（敦賀市・南越前町 他）認定 

「きっと恋する六古窯 ─日本生まれ日本育ちのやきもの 

産地─」（越前町 他）認定 

(Ｈ30)「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・船 

主集落～」（坂井市、小浜市 他）追加認定 

 

文化財指定の迅速化 

工芸技術、古文書や建造物、史跡等の文化財につい

て調査を行い、観光やまちづくりへの活用のため、国

重文指定や県文化財指定に向けた取組を実施 

 

 

国宝・重要文化財・県指定文化財の新規指定件数 

３８件（H23～26累計） ⇒ ５２件（H27～30累計） 

重要伝統的建造物群保存地区の整備・選定 

熊川宿など地区保存のための建築物等の修理、修景

事業を支援 

重要伝統的建造物群保存地区選定に向け、今庄宿の

まちなみ調査等を実施 

 

 

 

 

 

 

 

地区保存のための整備を支援し、建築物の修理等（30件）を実施 

平成 30 年度に今庄宿の重要伝統的建造物群保存地区選定のための報告

書を刊行 
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指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

一乗谷朝倉氏遺跡

観光入込客数 
６９万人 １０８万人 ９０万人 ８０万人 ７２万人 １００万人 

文化財の新規指定

数 

４年累計 

３８件 
１１件 

１４件 

（累計２５件） 

１３件 

（累計３８件） 

１４件 

（累計５２件） 

４年累計 

４０件 
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１２ 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 

 

１２ 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 

◆「ふるさと福井」に誇りと自信 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○福井のアニバーサリー 

 ・戦後復興７０年（平成２７年）、明治維新１５０年（平成３０年）を節目に、県勢発展の歴史を写真・映像で見る展示会 

 ・白川静先生没１０年記念事業（平成２８年） 

○希望創造・幸福実感プロジェクト 

 ・東京大学希望学プロジェクトとの連携により「ふくい希望活動ネットワーク」を組織 

 ・福井の県民幸福・子どもの幸福を世界に発信する国際会議を誘致 

 ・ブータンとの交流を経済・ビジネス分野へ拡大    

○福井発の政策提案を実現 

 ・「ふるさと納税」は活用先を明らかにして寄付増大、提唱県としてＰＲなど納税情報センターを強化 

 ・自治体が集まり、わがふるさとを愛するふるさと納税全国大会を福井で 

 ・地方への企業移転を促すふるさと企業減税を実現  

○「ふるさと知事ネットワーク」による地方連携 

 ・ネットワーク参加県共同による地方発の政策や地方連携プロジェクトを広く国民に発信 

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

戦後復興７０年、明治維新１５０年を節目に展示会 

（戦後復興７０年（平成２７年）） 

産業の発展や災害など幸福日本一までの軌跡を紹介

する「幸福日本一に至る福井のあゆみ写真展」を開催 

また、写真展の写真等を活用し、戦後７０年の出来事を

紹介するスライド映像を作成、２月７日のふるさとの日に、

記念行事として上映 

 

（明治維新１５０年（平成３０年）） 

幕末明治１５０年という節目に、日本の近代に果たした先

人の功績や当時の暮らしを学び、ふるさと福井に誇りと自

信を高めるとともに、先人の活躍を国体・障スポの来県者

や県外観光客など全国に発信する「幕末明治福井１５０年

博」を開催 

 

 

 

「幸福日本一に至る福井のあゆみ写真展」来場者数 約３万人（H27） 

本県の戦後７０年間を紹介するスライド映像を作成し、ふるさとの日記念行 

事等においてＰＲ 

 

 

 

 

歴史博物館の特別展「幕末維新の激動と福井」をはじめ、県内各地の企

画展やイベントなどに約６４万人が来場 

本県の先人の功績等が歴史番組の全国放送や全国紙・情報誌などに多

数取り上げ 

白川静先生没１０年記念事業（平成２８年） 

全国唯一の白川文字学展示室として「白川文字学の

室」に直筆原稿や蔵書等の実物資料を展示 

企画イベント「子ども漢字ワールド」において白川静博士

の言葉や古代文字を高校生が越前和紙に揮毫する書道

パフォーマンスを実施 

 

 

白川静先生没１０年記念事業参加者数  ２６，０９９人 

 

東京大学希望学プロジェクトとの連携 

東京大学「フィールドスタディ型政策協働プログラム」を

通じ、地域課題の解決に対して助言を行う東京大学（研究

者、学生など）とのネットワークを形成 

 

 

フィールドスタディ型政策協働プログラム 

４地域において、８名の東大生を受入れ（H29～H30累計） 

 

 

ブータンとの交流を経済・ビジネス分野へ拡大 

漆器分野における技術交流を深めるためブータンから

職人を招いて研修を実施 

 

ブータンから漆器職人２名を受入れ、越前漆器職人による技術指導を実施

（H28） 

越前漆器職人等がブータンにおいて、経済大臣への表敬や漆器販売店等

の現地調査、技術指導等を実施（Ｈ29） 
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「ふるさと納税」の拡大 

使途を明らかにしたプロジェクト応援型ふるさと納税を募

り、事業内容を動画などでわかりやすくアピール 

 

ふるさと納税寄付額（県、市町合計） 

１億円（H26） ⇒ ２１億円（H30見込み） 

プロジェクト応援型ふるさと納税の寄付額 

１，２４０万円（H26） ⇒ ５，３８１万円（H30 見込み） 

 

自治体が集まるふるさと納税全国大会 

ふるさと応援という制度本来の趣旨を大切にした取組み

を行う自治体を「ふるさと納税未来大賞」として表彰(H27) 

ふるさと納税の健全な発展を目指す自治体連合を設立

し、「ふるさと納税の未来を考えるシンポジウム」を東京で開

催（H29） 

第２回「ふるさと納税の未来を考えるシンポジウム」を福

井県で開催し、ふるさと納税の優良事例表彰や応援メッセ

ージコンクール、パネルディスカッションを実施（Ｈ30） 

 

 

自治体連合の参加自治体数 

７６自治体（Ｈ30） 

 

ふるさと納税の未来を考えるシンポジウム 

参加者６００名（H29） 

参加者１１０名（Ｈ30） 

ふるさと企業減税の実現 

寄附（納税）を通じ、企業の地方創生・人口減少対策へ

の協力を促す「企業版ふるさと納税」を提言し、平成２８年

度税制改正において、地方創生応援税制（企業版ふるさと

納税）として実現 

 

 

寄附の受入数 

 H２８ ９社 １０，５００千円 

 H２９ ７社 １０，０００千円 

Ｈ３０ ７社  ７，０００千円 

「ふるさと知事ネットワーク」による地方連携 

知事会合の開催と国への提言を実施 

地方企業のドラマ化や東京大学の学生の県内企業や

地域への受け入れなどの共同活動を実施 

 

 

ふるさと知事ネットワーク（H27～13県、H29～15県） 

（国への提言等の実施） 

「自立と分散による地方創生を実現するための提言」（H27） 

「地方創生にふさわしい選挙制度改革に関する緊急提言」（H28） 

「ふるさと創生の実現に向けた提言」（H28） 

「地域交通ネットワークに関する提言」（H30） 

 

（共同活動） 

ＵＩターンＷＥＢドラマ「夢叶う、福井県」の制作（H27） 

「地域の絆と災害に強い地域づくり施策事例集」の作成(H29) 

東京大学とのフィールドスタディ型政策協働プログラムの実施（H29～） 

（14 県において計 97人（福井県では計 8人）の学生を受入れ） 

国の地域交通に関する検討会にふるさと知事ネットワークとして参加 

（H30） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

ふるさと納税寄付

額（県、市町合計） 
１億２４４万円 ５憶５，７００万円 １１億円 １７億円 

２１億円 

（見込み） 
２億円 

うちプロジェクト応

援型 
１，２４０万円 ３，０３４万円 ５，０１９万円 ５，４９５万円 

５，３８１万円 

（見込み） 
５，０００万円 

ふるさと知事ネット

ワークによる共同

活動や提言の件数 

― ２件 
２件 

（累計４件） 

２件 

（累計６件） 

３件 

（累計９件） 

４年累計 

８件 
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１２ 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 

 

◆市町と共動の「新ふるさと」づくり 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○市町振興プロジェクト 

 ・市町の「ふるさと創造プロジェクト」（１億円）を継続実行  

○地域の拠点づくり 

 ・農産物販売や住民交流など地域住民の集い・活動の場を整備  

主な政策の実施状況 主な成果等 

「ふるさと創造プロジェクト」（１億円）の実行  

先進事例の把握や専門家との調整を行いながら、各市

町の事業実施を支援（H24～H29） 

平成２８年度からは「『新ふるさと創造』推進事業（総額

10 億円）を開始 

全市町において、ふるさと創造プロジェクトを完了 

福井市  一乗谷・東郷魅力体感プロジェクト（H25～27） 

敦賀市  博物館通り賑わい創出プロジェクト（H24～27） 

小浜市  食のまちづくりＮＥＸＴステージプロジェクト（H25～27） 

大野市  化石を巡る魅力発信プロジェクト（H25～27） 

勝山市  白山平泉寺全国発信プロジェクト（H24～27） 

鯖江市  かわだ元気再生プロジェクト（H25～27） 

あわら市 金津本陣にぎわいづくりプロジェクト（H24～28） 

越前市  越前和紙ふるさと創造プロジェクト（H26～29） 

坂井市  三国湊町家活用プロジェクト（H25～27） 

永平寺町 禅と食と酒の魅力味わいプロジェクト（H26～28） 

池田町  角間郷自立自営コミュニティ創造プロジェクト（H24～27） 

南越前町 北前船歴史空間再生プロジェクト（H25～28） 

越前町  ビューティフル３セット観光プロジェクト（H25～28） 

美浜町  新庄里地里山の恵み体感プロジェクト（H27～29） 

高浜町  健康長寿の里（薬草）プロジェクト（H25～27） 

おおい町 おおいにキノコ満喫プロジェクト（H27～29） 

若狭町  若狭瓜割エコビレッジ推進プロジェクト（H24～28） 

 

地域の拠点づくり 

拠点となる「福井ふるさと茶屋」の整備や住民交流や農

産物販売などのコミュニティ・ビジネスの立ち上げに要する

ハード・ソフトの経費を支援 

 

地域住民の集いの場の整備、活動支援を開始  

２０地区（H27～30累計） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

福井ふるさと茶屋

の整備地区数 
－ ５地区 

２地区 

（累計７地区） 

２地区 

（累計９地区） 

１１地区 

（累計２０地区） 

４年累計 

２０地区 
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１２ 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 

 

◆時代の先端を行く情報活用 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○ＩＣＴを身近に 

 ・行政情報のオープンデータ化を促進、政策立案にビッグデータ活用 

 ・Ｗｉ－Ｆⅰ（高速無線ＬＡＮ）エリアを、まちなかや観光地に拡大 

主な政策の実施状況 主な成果等 

行政情報のオープンデータ化を促進 

アプリ開発者等からの要望や他自治体の事例等を参

考に、庁内各課へ積極的に働きかけ、データ公開を促進 

 

 

オープンデータ公開数 

１０８データ（H26） ⇒ ２０３データ（H30） 

Ｗｉ－Ｆⅰ（高速無線ＬＡＮ）エリアを拡大 

外国人受入環境の推進のため、主要観光地において

無料公衆無線ＬＡＮ環境を整備 

 

 

概ね２０万人以上の入込がある主要観光地３０か所のすべてでＷｉ－Ｆｉスポッ

トを整備完了（H27） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

オープンデータ数 
３８件 

（累計１０８件） 

２８件 

（累計１３６件） 

２８件 

（累計１６４件） 

２２件 

（累計１８６件） 

１７件 

（累計２０３件） 
累計２００件 

オープンデータを

活用したアプリケー

ション数 

６件 

（累計３０件） 

３０件 

（累計６０件） 

３０件 

（累計９０件） 

３０件 

（累計１２０件） 

３７件 

（累計１５７件） 
累計１５０件 
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行財政構造改革 

 

≪行財政構造改革≫ 

◆質の高い政策をめざす県政 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○新しい発想で思い切った仕事 

 ・新幹線の促進や国体開催、人口減少対策などを実行する体制・組織の強化 

 ・出先機関の再編と業務の再検討、県民・現場に直結する仕事についてスピードとスケールをアップ 

 ・産業関係の出先機関などを、利用者・生産者の役に立つ機関へ再編強化   

○「政策推進マネジメントシステム」の強化 

 ・部局横断の特定課題について職員配置を柔軟化、短期間で解決方向を打ち出し 

 ・県・市町若手職員の合同研修と課題共同研究  

○県税など歳入確保と歳出合理化を進め、健全財政を堅持  

・財源対策を強化し、新幹線の早期完成、県土強靭化を安定財政で運営 

・核燃料税の見直し 

・県税収納率を全国トップクラスへ  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

体制・組織の強化  

 新幹線の整備促進や国体・障スポの開催、人口減少対

策等の県政課題等に応じて、地域鉄道課や障害者スポー

ツ大会課、ふるさと県民局を設置するなどの組織改正を実

施 

 

（H27） 

ふるさと県民局を設置し、人口減少対策の実行体制を強化 

（H28） 

国体推進局に障害者スポーツ大会課を設置し、国体・障スポの開催準

備体制を強化 

（Ｈ29） 

交通まちづくり課に並行在来線室を設置し、並行在来線の運営会社設

立準備を推進 

（H30） 

地域鉄道課を設置し、並行在来線の新会社設立や地域鉄道の経営強

化を検討 

 

出先機関の再編と業務の再検討 

 新幹線用地取得の進捗に合わせ、新幹線用地取得業務

を本庁に集約 

健康福祉センター、農林総合事務所等にタブレット端末

を配置し、写真や動画を使ったより分かりやすい県民への

説明等を実施 

 

 

４新幹線用地事務所を廃止し、本庁に集約（H30） 

 

タブレット端末を使った県民への説明 

１，２９５件（Ｈ28～H30累計） 

産業関係の出先機関を再編強化 

 産業関係の研究、研修機能を強化するため、出先機関

を設置、再編 

 

農業者の研修・交流や農業ビジネス創出の拠点として、越前市にふくい

農業ビジネスセンターを開所  

利用者１８，７５７人（Ｈ28～H30累計） 

 

建設技術研究センターを工業技術センターへ統合し、建設分野への炭

素繊維の活用など、相互の専門分野を活かした技術開発を推進（Ｈ29） 

 

部局横断による課題解決 

海外への情報発信、U ターン促進の奨学金制度創設、

人口減少対策などをテーマに課題解決チームを編成 

部局横断の企画参事ミーティングにおいて、メディア情

報や統計情報等を幅広く収集分析し、新政策を提案する

など、新たな政策の立案を促進 

 

 

課題解決チーム 

７チーム（Ｈ27～H30 累計）  

新たな政策立案件数   

１５８件（Ｈ23～26累計） ⇒ １６１件（Ｈ27～30累計） 
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県・市町若手職員の合同研修と課題共同研究 

県・市若手職員の合同研修会「行政経営戦略研修」を

開催し、グループ単位で、関係者へのインタビューなど現

場の声を聴き、政策を企画立案 

平成３０年度から、「政策提案力向上研修」に改編し、採

用５年目の職員が個人単位で政策を企画立案 

 

 

受講者数 県職員８０人 市町職員２８人 （H27～30累計） 

  

 

健全財政を堅持 

 平成２７～３０年度を推進期間とする「第四次行財政改革

実行プラン」に基づき歳入の確保、歳出の合理化を推進 

 

「第四次行財政改革実行プラン」の目標値を達成する見込み 

財政調整基金等残高    １４７億円（見込み） 目標：  １４５億円 

県債残高         ４，７９８億円（見込み） 目標：４，８００億円 

健全化判断比率（H30） 

 実質赤字比率        黒字   目標：黒字 

 連結実質赤字比率     黒字   目標：黒字 

 実質公債費比率    １３．３％    目標：１８％未満 

 将来負担比率     １６９．２％   目標：１７０％未満 

 

核燃料税の見直し 

 廃炉など県内原発を取り巻く状況に対応する新しい核燃

料税条例を制定することにより、必要な財源を確保（平成

28 年 11月 10日から施行） 

 

核燃料税税収の推移 

  Ｈ２６  ６，０９５百万円 

  Ｈ２７  ７，１１７百万円 

  Ｈ２８  ６，６２1百万円（11月 10日から新条例を施行） 

  Ｈ２９  ９，８８２百万円 

  Ｈ３０ １２，１８３百万円（見込み） 

 

県税収納率の向上 

県内市町と協力して個人住民税の特別徴収の拡大を図

るとともに、福井県地方税滞納整理機構による滞納整理を

実施 

 

 

県税収納率 

９７．７％（H26） ⇒ ９８．５％（H30見込み） 

特別徴収率 

７４．０％（H26） ⇒ ８３．１％（H30見込み） 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

農業における企業

との共同研究によ

る新たな技術確立

件数 

５年累計 

４件 
３件 

３件 

（累計６件） 

２件 

（累計８件） 

２件超 

（累計１０件） 

４年累計 

１０件 

新たな政策立案件

数 

４年累計 

１５８件 
４１件 

４８件 

（累計８９件） 

４６件 

（累計１３５件） 

２６件 

（累計１６１件） 

４年累計 

１６０件 
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行財政構造改革 

◆県民に「よくわかる県政」の実現 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

○広報・広聴の密度を高める   

 ・ＩＣＴツールを活用した広報・公聴システム 

 ・双方向のコミュニケーションにより、県民の声を県政に反映   

○現場主義の徹底   

 ・現場実態に精通した仕事の進め方へ改革  

○行政手続きの簡素化を推進  

主な政策の実施状況 主な成果等 

ＩＣＴツールを活用した広報・公聴システム 

県政の動きを即時に伝えるフェイスブックの開設し、「ほ

やほや！ふくい」や「おいでよ！ふくい」などを配信 

広報誌「県政広報ふくい」を「i 広報紙」アプリを活用して

スマートフォン等へ配信 

 

 

フェイスブック「ほやほや！ふくい（福井県広報課）」 

登録件数 －件（H26） ⇒ ３，０１１件 

「マチイロ」（旧名称「i広報紙」）アプリを活用したスマートフォン等への配信 

 配信人数 －件（H26） ⇒ ２，６２０人 

 

双方向のコミュニケーションによる県民の声の反映 

「よくわかる県政出前トーク」を実施し、地域の集会等に

出向いて重要施策等を直接説明 

 

 

よくわかる県政出前トークの実施件数 

－（H26） ⇒ １，３６０件（H27～30累計） 

 

現場実態に精通した仕事の進め方へ改革 

 福祉施設の現場ニーズを政策に反映 

 

 

 にぎわい創出推進を観光部局の企画幹が担当 

  

健康福祉部に企画幹（福祉施設）を新たに配置（H27～H29）し、保育園

や高齢者、障害者施設等の実態を把握し、現場の声を老人福祉計画およ

び介護保険事業支援計画などの策定に反映 

 観光営業部の企画幹（営業推進）が新たに、にぎわい創出を推進する業

務を担当（H30～） 

 

行政手続きの簡素化を推進 

マイナンバー制度を活用し、県への申請の添付書類

を省略するなど、負担を軽減 

 

マイナンバー制度を活用し、福祉関係の書類申請時に課税証明書等の

添付書類を省略（H29） 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

「よくわかる県政」

出前トークの実施

件数 

― １４６件 
３７４件 

（累計５２０件） 

３９５件 

（累計９１５件） 

４４５件 

（累計１，３６０件） 

４年累計 

３５０件 
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行財政構造改革 

 

行財政構造改革による財源の確保 

◆「第四次行財政改革実行プラン」の策定 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

予定を一年早め、「第四次行財政改革実行プラン」（平成２７～３０年度）を策定します。第四次プランでは、質の高い政策を実行するた

めの中期的な方針や目標を明らかにして、この「福井ふるさと元気宣言」に掲げた政策を着実に実行します。  

 

主な政策の実施状況 主な成果等 

「第四次行財政改革実行プラン」の策定・実行 

 平成 27～30 年度を推進期間とする「第四次行財政改革

実行プラン」を策定 

 「人材改革」、「業務改革」、「組織・財政改革」の３つを柱

にしたプランを推進 

 

プランに掲げた財政指標等の目標値を達成する見込み 

財政調整基金等残高    １４７億円（見込み） 目標：  １４５億円 

県債残高         ４，７９８億円（見込み） 目標：４，８００億円 

健全化判断比率（H30） 

 実質赤字比率        黒字   目標：黒字 

 連結実質赤字比率     黒字   目標：黒字 

 実質公債費比率    １３．３％   目標：１８％未満 

 将来負担比率     １６９．２％   目標：１７０％未満 

 

 

 

◆１５０億円の「政策推進枠予算」を確保 

「福井ふるさと元気宣言」推進に関する政策 

事務事業の見直しによる選択と集中、歳出の合理化、歳入の確保により、１５０億円を任期中の平成３０年度までに生み出し、政策を

実行するための「政策推進枠予算」の財源とします。  

主な政策の実施状況 主な成果等 

政策推進枠予算の財源確保 

 事務事業の見直しを着実に実行 

 

事務事業見直し ２，１８６事業 

政策推進枠予算   １５０億円 

 

指標名 H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３０目標 

政策推進枠予算額 
４年累計 

１６０億円 
４１億円 

３７億円 

（累計７８億円） 

３６億円 

（累計１１４億円） 

３６億円 

（累計１５０億円） 

４年累計 

１５０億円 

 


